
（平成２２年７月１４日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 41 件

国民年金関係 14 件

厚生年金関係 27 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 31 件

国民年金関係 16 件

厚生年金関係 15 件

年金記録確認埼玉地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

埼玉国民年金 事案 3402 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成７年 10 月から８年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 50 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 平成７年 10 月から８年３月まで 

    20 歳に到達した（当時は学生であった）ころに年金手帳と納付書が

送られてきて、平成８年４月からの就職に支障があると困ると思ったの

で、申立期間に係る保険料をＡ金庫（現在は、Ｂ金庫）Ｃ支店の窓口で

一括納付した。高額のため母親についてきてもらったことを覚えている。

申立期間が未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、20 歳に到達したころに年金手帳と納付書が送られてきたと

主張するところ、Ｄ市では、申立期間当時、20 歳到達者を抽出して納付

勧奨をしており、申立人については、平成８年２月 19 日ころ本人から学

生との回答があったことにより学生職権で加入手続を行い、その後、本人

に年金手帳及び納付書を送付したと思われると回答しており、申立人の主

張は整合的である。 

   また、申立人及びその母親は、申立期間に係る国民年金保険料を平成８

年２月又は同年３月ころにＡ金庫Ｃ支店の窓口で一括納付したと主張して

おり、上記の加入手続の時期及び申立期間当時の納付方法からみて不自然

さは無い。 

   さらに、申立人の母親は、申立人の姉も申立人と同様に学生であったの

で自分（母親）が国民年金保険料を一括納付したと主張しているところ、

オンライン記録では、その姉が学生であった平成５年８月から６年３月ま



                      

  

での期間の保険料は、同年同月 24 日に納付されている。 

   なお、申立人の姉は、自分の保険料は母親が納付したと思うので自分

（姉）の分を納付して、妹（申立人）の分を納付しないということは考え

られないとしている。 

   加えて、申立期間は６か月と短期間である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3403 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、平成２年４月から４年３月までの期間及び

５年４月から６年３月までの期間の国民年金保険料については、納付して

いたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 24 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 昭和 46 年８月から 49 年 12 月まで 

             ② 昭和 54 年３月から 61 年３月まで 

             ③ 平成２年４月から４年３月まで 

             ④ 平成５年４月から６年３月まで 

    会社を辞めた昭和 46 年８月ころ、親に勧められて国民年金に加入し

た。加入手続は母親がしてくれた。結婚するまでは地区の人が保険料を

集めに来ていたので母親が払っていたはずである。結婚後は妻が夫婦二

人分をその年度分まとめて農協で払っていた。申立期間の保険料が未納

となっていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間③及び④について、申立人は、その妻が夫婦二人分の国民年

金保険料を年度分まとめて納付していたとしているところ、申立期間③

及び④前後の期間の保険料は納付済みであり、一緒に納付したとするそ

の妻の申立期間③及び④の保険料は納付済みである。 

 

２ 申立期間①及び②について、申立人は昭和 46 年８月ころ、その母が

加入手続をしてくれ、国民年金保険料も結婚するまで納付してくれてい

たとしているが、加入手続及び保険料納付をしていたとする母は、既に

他界しており、加入手続及び納付状況は不明である上、申立期間①及び

②の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書

等）は無く、ほかに申立期間①及び②の保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 



                      

  

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、前後の任意資格取得者の加

入日から、昭和 49 年６月ころに払い出されたと推認でき、この時点で

は申立期間①のうち、昭和 46 年度は時効により納付できない期間であ

り、別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらない。 

さらに、昭和 50 年５月の厚生年金保険への加入に伴い、申立人の国

民年金被保険者資格は同年５月に喪失し、その後の 61 年４月の資格再

取得まで厚生年金保険から国民年金への切替手続をした形跡がうかがわ

れないことから、申立期間②は国民年金未加入期間であり、制度上保険

料を納付することができない期間である。 

 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、平成２年４月から４年３月までの期間及び５年４月から６年３月ま

での期間の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3407 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、平成３年８月から４年３月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を

訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 40 年生 

住    所 ： 

                  

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 62 年 11 月から平成２年９月まで 

             ② 平成３年８月から４年３月まで 

    私は、ねんきん特別便が送達されたので内容を確認したところ空白期

間があったので、Ａ市役所（現在は、Ｂ市役所）Ｃ支所に問い合わせた

ところ、納付記録は大丈夫と言われた。再度、送達されたねんきん特別

便でも申立期間が消えていた。申立期間の国民年金保険料は、私が納付

してきたので、申立期間②が未納となっていることに納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間②について、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出された

平成４年３月時点では、申立期間②の保険料を現年度により納付するこ

とは可能であり、申立人は、申立期間②以降に未納は無く、厚生年金保

険から国民年金への切替手続を適正に行っており、納付意識は高かった

と考えられ、申立期間も８か月間と短期間である。 

 

  ２ 申立期間①について、申立人の国民年金手帳記号番号は、平成４年３

月に払い出されており、申立人が、申立期間①当時、国民年金に加入し

ていた可能性について、国民年金手帳記号番号払出検索システム及び氏

名検索などにより調査を行ったが、申立人が加入手続を行った形跡はう

かがわれず、申立人もＡ市（現在は、Ｂ市）から移動していないため、

当該日に加入手続を行ったと推認でき、当該時点で申立期間のうち、昭

和 62 年 11 月から平成２年１月までの国民年金保険料は時効により納付

できず、申立期間①が未加入期間であるため、制度上においても納付で



                      

  

きない。 

    また、申立人が、申立期間①の国民年金保険料を納付したことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、平成３年８月から４年３月までの国民年金保険料を納付していたも

のと認められる。 

   

   



                      

  

埼玉国民年金 事案 3413 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 59 年４月から 60 年 12 月までの国民

年金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記

録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 20 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 57 年５月から 60 年 12 月まで 

昭和 61 年４月ころに国民金融公庫から事業資金融資を受けるために

夫の国民年金保険料の納付状況を確認する必要があり、夫婦でＡ市役所

に出向き夫の納付状況を確認したときに、私の記録も確認したところ、

申立期間が未納とされていることが分かった。私は、夫が自営を始めた

57 年５月に夫婦で国民年金に再加入し、夫と二人分の保険料を３か月

ごとに納付していたので、未納はおかしいと抗議し口論になったが、認

めてもらえなかった。そのときに窓口職員から「このまま納付しなけれ

ば将来年金をもらうときに不利になる。法律の変更があり今回に限り未

納期間の一括納付ができる。」と言われたので､持っていた売上金の中

から 20 万円くらいを納付した。窓口の職員が台帳のようなものに記入

し、その台帳に印を３、４回押して「これで未納期間はすべて納付され

年金記録台帳も訂正しておきました。心配することはありません。」と

言ったことを覚えている。申立期間が未納となっているのは納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、昭和 61 年４月ころ申立期間の国民年金保険料をさかのぼ

って納付したとしているところ、申立期間直後の 61 年１月から同年３

月までの保険料が時期は不明であるが過年度納付されていることがオン

ライン記録から確認でき、同期間の過年度納付は 61 年５月以降に納付

されることとなることから、申立人は同期間の過年度納付の時点では、

最大 59 年４月から 60 年 12 月までの期間を過年度納付することが可能



                      

  

である。 

また、申立人は、さかのぼって保険料を納付した経緯を具体的に申述

している上、上記期間を納付するのに必要な保険料額は申立人が一括納

付したとする金額とおおむね一致する。 

 

２ 一方、申立期間のうち昭和 57 年５月から 59 年３月までの期間につい

ては、上記の申立人が過年度納付をしたと考えられる時点では時効によ

り納付できず、この期間を含めて納付するために必要な保険料額は申立

人が一括納付したと主張する金額と大きく相違している。 

 

３ 申立人は、昭和 57 年５月に夫婦で国民年金に再加入し、その夫と二

人分の保険料を３か月ごとに納付していたとも主張しているが、特殊台

帳には 54 年 10 月 26 日の国民年金被保険者資格喪失日が記載されてい

るが、57 年５月１日の資格取得日は記載されていないことから、申立

期間は当時未加入期間であったが、申立人がさかのぼって保険料を納付

した 61 年に 57 年５月１日の被保険者資格取得日が追加されたことによ

り未納期間となったもので、申立期間当時は保険料を納付できなかった

と推認される。 

  また、申立人は、確定申告をするために５年間領収証書を保管してい

たとしているが、市で納付記録を確認したとする昭和 61 年４月の時点

では、申立期間の保険料領収証書は保管されていたはずであり、申立人

が現年度納付してきた証拠として、これを市職員に提示しなかったのは

不自然である。 

 

４ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 59 年４月から 60 年 12 月までの国民年金保険料を納付してい

たものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3415 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成３年３月及び６年 12 月から７年２月までの期間の国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 44 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成３年３月 

         ② 平成６年 12 月から７年２月まで 

私は平成２年２月ころ国民年金に加入し、第３号被保険者期間を除き

夫婦二人分の国民年金保険料を私が郵便局や銀行で納付していた。申立

期間①及び②の保険料は確かに納めており、一緒に納めていた主人は先

の第三者委員会への申立てで納付が認められた。 

納付したはずの申立期間が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間①及び②を除き国民年金加入期間中に未納は無く、

納付意識は高かったと考えられる。 

また、申立期間②について、同期間の前後は納付済みであり、申立人と

一緒に国民年金保険料を納付したとするその夫は申立期間②を含む平成６

年 12 月から７年３月までの期間を過年度納付しており、納付意識の高か

った申立人が夫のみ納付し、自身の保険料を納付しなかったとは考え難い。 

さらに、それぞれ１か月、３か月と短期間である申立期間①及び②の国

民年金保険料を納付できなかったとする特段の事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3416 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 46 年４月から 47 年３月までの期間及び 55 年７月から 56

年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認め

られることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 46 年４月から 47 年３月まで 

                         ② 昭和 55 年７月から 56 年３月まで 

申立期間①については、会社退職直後の昭和 46 年３月ころ、Ａ市役

所で夫婦二人分の国民年金への加入手続を妻が行い、その後郵送されて

きた納付書により同市役所内にあったＢ銀行（現在は、Ｃ銀行）で夫婦

二人分の国民年金保険料を妻が納付していた。    

申立期間②については、申立期間①と同様に夫婦二人分の保険料を妻

が納付していた。妻は納付済みである。 

申立期間①及び②の保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、会社退職直後の昭和 46 年３月ころ、

Ａ市役所で夫婦二人分の国民年金への加入手続をその妻が行い、その後

郵送されてきた納付書により同市役所内にあったＢ銀行で夫婦二人分の

国民年金保険料を妻が納付していたとしているところ、夫婦が国民年金

への加入手続をしたとする時期は 47 年５月ころであると推定でき、そ

の時点では申立期間①の保険料は過年度納付できる期間である。 

また、申立人のＡ市の国民年金被保険者名簿の検認記録には、申立期

間①中である昭和 46 年度の４月及び 10 月の欄に納付済印が押されてお

り、オンライン記録と不整合となっていることから、行政側の記録管理

に不備が見られる。 

さらに、申立人が、12 か月と短期間である申立期間①の国民年金保

険料を納付できなかった特段の事情は見当たらない。 



                      

  

 

２ 申立期間②について、申立人は、郵送されてきた納付書により同市役

所内にあったＢ銀行で夫婦二人分の国民年金保険料をその妻が納付して

いたとしているところ、申立期間②の前後は納付済みであり、夫婦二人

分の保険料を納付したとするその妻は申立期間②の保険料を納付してい

ることから、申立人のみ申立期間②が未納となっているのは不自然であ

る。 

また、申立人が、９か月と短期間である申立期間②の国民年金保険料

を納付できなかった特段の事情は見当たらない。 

 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国

民年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3417 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 51 年１月から 55 年 12 月までの国民

年金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記

録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ： 

                

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 46 年４月から 56 年３月まで 

    申立期間については、昭和 46 年４月ころ、父がＡ市役所（現在は、

Ｂ市役所）で国民年金への加入手続を行い、家族全員の分の国民年金保

険料をＣ組合の婦人会の集金人に父が納付していた。申立期間の保険料

が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、昭和 46 年４月ころ、その父がＡ市役所で国民年金への加

入手続を行い、家族全員の分の国民年金保険料をＣ組合の婦人会の集金

人に父が納付していたとしているところ、申立期間当時、税務関係を委

託していた公認会計士事務所作成の源泉徴収簿つづりの「給与所得者の

保険料控除申告書」により、51 年１月から 55 年 12 月までの国民年金

保険料が控除されていることが確認でき、国民年金保険料の合計額は当

時の保険料額と一致することから、保険料を納付していたものと推認で

きる。 

また、申立人は、申立期間当時、同居の両親とともにＤの製造販売業

を営んでおり、申立期間後の昭和 61 年 10 月には個人経営から株式会社

に移行し、収入も安定していたものと推認できることから、申立期間の

うち、51 年１月から 55 年 12 月までの保険料を納付できなかった特段

の事情は見当たらない。 

 

２ 一方、申立期間のうち、昭和 46 年４月から 50 年 12 月までの期間及

び 56 年１月から同年３月までの期間については、税務関係を委託して



                      

  

いた公認会計士事務所作成の源泉徴収簿つづりの「給与所得者の保険料

控除申告書」には国民年金保険料を控除したとする記載が無い上、保険

料を納付したとする申立人の父は既に他界しており、申立人は、国民年

金への加入手続及び保険料の納付については関与していないことから、

保険料の納付状況が不明である。 

 また、申立人が、申立期間のうち、昭和 46 年４月から 50 年 12 月ま

での期間及び 56 年１月から同年３月までの期間についての国民年金保

険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、

ほかに保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 51 年１月から 55 年 12 月までの国民年金保険料を納付してい

たものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3418 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 51 年１月から 53 年５月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住    所 ： 

                

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 46 年８月から 53 年５月まで 

    申立期間については、昭和 46 年４月ころ、父がＡ市役所（現在は、

Ｂ市役所）で国民年金への加入手続を行い、家族全員の分の国民年金保

険料をＣ組合の婦人会の集金人に父が納付していた。申立期間の保険料

が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、昭和 46 年４月ころ、その父がＡ市役所で国民年金への加

入手続を行い、家族全員の分の国民年金保険料をＣ組合の婦人会の集金

人に父が納付していたとしているところ、申立期間当時、税務関係を委

託していた公認会計士事務所作成の源泉徴収簿つづりの「給与所得者の

保険料控除申告書」により、51 年１月から 53 年５月までの国民年金保

険料が控除されていることが確認でき、国民年金保険料の合計額は当時

の保険料額と一致することから、保険料を納付していたものと推認でき

る。 

また、申立人は、申立期間当時、同居の両親とともにＤの製造販売業

を営んでおり、申立期間後の昭和 61 年 10 月には個人経営から株式会社

に移行し、収入も安定していたものと推認できることから、申立期間の

うち、51 年１月から 53 年５月までの保険料を納付できなかった特段の

事情は見当たらない。 

 

２ 一方、申立期間のうち、昭和 46 年８月から 50 年 12 月までについて

は、税務関係を委託していた公認会計士事務所作成の源泉徴収簿つづり



                      

  

の「給与所得者の保険料控除申告書」には国民年金保険料を控除したと

する記載がない上、保険料を納付したとする申立人の父は既に他界して

おり、申立人は、国民年金への加入手続及び保険料の納付については関

与していないことから、保険料の納付状況が不明である。 

 また、申立人が、申立期間のうち、昭和 46 年８月から 50 年 12 月ま

での国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告

書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情も

見当たらない。 

 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 51 年１月から 53 年５月までの国民年金保険料を納付していた

ものと認められる 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3420 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 62 年５月から同年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。また、申立人の 63 年１月から平成元年３月までの国民年金保険

料については、重複して納付していたものと認められることから、納付記

録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ： 

                                            

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 62 年５月から同年 12 月まで 

                         ② 昭和 63 年１月から平成元年３月まで 

申立期間①については、会社退職直後の昭和 62 年５月にＡ社会保険

事務所（当時）において、国民年金への加入手続及び口座振替による国

民年金保険料の納付手続を私が行い、納付していた。申立期間②につい

ては、申立期間①と同様に口座振替による保険料の納付をしていたが、

未納通知書が来たのでうっかり納付してしまった。申立期間①の保険料

が未納となっていること、及び申立期間②が還付されていないことに納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、会社退職直後の昭和 62 年５月にＡ

社会保険事務所において、国民年金への加入手続及び口座振替による国

民年金保険料の納付手続を行い、保険料を納付していたとしているとこ

ろ、申立人が所持するＢ銀行（現在は、Ｃ銀行）Ｄ支店の総合口座通帳

により申立期間①の保険料が引き落とされているのが確認でき、その申

述に不自然さは見られない。 

  また、申立期間①以後は、保険料をすべて納付しており、納付方法も

ほぼ前納により納付していることから、保険料の納付意識は高かったも

のと推認できる。 

さらに、申立人が、８か月と短期間である申立期間①の国民年金保険



                      

  

料を納付できなかった特段の事情は見当たらない。 

 

２ 申立期間②について、申立人は、申立期間①と同様に口座振替による

保険料の納付をしていたが、未納通知書が来たのでうっかり納付してし

まったとしているところ、申立人が所持するＢ銀行Ｄ支店の総合口座通

帳により申立期間②の保険料が引き落とされているのが確認でき、また、

申立人が所持する領収証書により申立期間②の昭和 63 年１月から平成

元年３月までの保険料が、２年２月 22 日に過年度納付されていること

が確認できることから、保険料の重複納付と推認でき、その申述に不自

然さは見られない。 

 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、昭和 62 年５

月から同年 12 月までの国民年金保険料を納付していたものと認められ

る。 

また、申立人は、昭和 63 年１月から平成元年３月までの国民年金保

険料を重複して納付していたものと認められる。 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3421 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 53 年３月から 54 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 53 年３月から 54 年３月まで 

昭和 53 年３月に会社を退職後、国民年金と国民健康保険の加入手続

をＡ市役所で行い、子供がまだ幼かったため、妻と二人分の保険料を私

が市役所の窓口で納付した。申立期間において、妻は納付済みであるの

に、私の保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料について、その妻と二人分の保険

料をＡ市役所の窓口で納付したとしているところ、夫婦二人の納付日は、

記録の残る昭和 59 年以降、おおむね一致しており、基本的に夫婦二人分

を一緒に納付していたことが認められることから、申立人のみが未納とさ

れているのは不自然である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 53 年 10 月ごろに払い出さ

れており、その時点では、申立期間は納付可能な期間である。 

さらに、申立人が、13 か月と比較的短期間である申立期間の国民年金

保険料を納付できなかった特段の事情は見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3422 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 47 年４月から 48 年３月までの期間及

び 48 年 10 月から同年 12 月までの期間の国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 46 年 11 月から 48 年３月まで 

             ② 昭和 48 年 10 月から同年 12 月まで 

申立期間①の国民年金保険料は、Ａ市役所の職員に過去の未納分をさ

かのぼって納付するよう指導されたため、言われるままの金額を納付し

た。その時の状況をまざまざと記憶している。 

申立期間②の国民年金保険料も間違いなく納付したはずである。 

申立期間①及び②の保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、Ａ市役所の職員に過去の未納分をさ

かのぼって納付するよう指導されたため、言われるままの金額を納付し

たと主張しているところ、申立人の国民年金手帳記号番号から推定でき

る国民年金への加入時期は昭和 48 年３月ころであり、申立期間①のう

ち、47 年４月から 48 年３月までは現年度保険料としてＡ市役所で納付

することが可能な期間であった。 

また、申立人が記憶しているＡ市役所での職員との会話の状況は具体

的で、その内容に信 憑
ぴょう

性が認められる。 

さらに、申立人が、申立期間①のうち 12 か月と短期間である昭和 47

年４月から 48 年３月までの国民年金保険料を納付できなかった特段の

事情は見当たらない。 

 

２ 申立期間②について、申立人は、間違いなく納付したはずであると主



                      

  

張しているところ、申立期間②前後の期間は納付済みである上、申立人

が３か月と短期間である申立期間②の国民年金保険料を納付できなかっ

た特段の事情は見当たらない。 

 

３ 一方、申立期間①のうち、昭和 46 年 11 月から 47 年３月までの国民

年金保険料について、申立人は、Ａ市役所の職員に過去の未納分をさか

のぼって納付するよう指導されたため、言われるままの金額を納付した

と主張しているが、申立人の国民年金への加入推定時期である 48 年３

月ころの時点では、過年度保険料として納付することが必要な期間とな

るところ、当時、申立人が納めたとするＡ市役所では過年度保険料の収

納を行っていなかった。 

  また、申立人が、昭和 46 年 11 月から 47 年３月までの国民年金保険

料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほ

かに保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

４ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 47 年４月から 48 年３月までの期間及び 48 年 10 月から同年

12 月までの期間の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3424 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成７年 12 月から８年１月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 50 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成７年 12 月から８年１月まで 

    申立期間の国民年金保険料は、当時、私は学生であったため、母親が

Ａ市役所で免除申請の手続をした際に、免除期間とならない２か月分の

保険料を納付した。申立期間の保険料が未納となっていることに納得で

きない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間当時学生であったため、その母親がＡ市役所で申立

人に係る国民年金保険料免除申請の手続をした際に、免除期間とならない

２か月分の保険料を納付したと主張しているところ、申立人の国民年金手

帳記号番号から推定できる国民年金への加入時期は平成８年３月ころであ

り、その時点で 20 歳到達月の７年＊月までさかのぼって第１号被保険者

の資格を取得していることから、申立期間の国民年金保険料を納付するこ

とは可能であった上、オンライン記録で８年３月に免除申請をしたことが

確認できることから、申立人に係る国民年金への加入手続をした際に、申

立期間のみを未納としているのは不自然である。 

また、申立人の母親は、昭和 48 年９月から 61 年３月までの期間を国民

年金に任意加入して保険料を納付しており、納付意識は高かったものと認

められ、２か月と短期間である申立期間の保険料を納付できなかった特段

の事情は見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3425 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 59 年９月から 60 年６月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 39 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 昭和 59 年９月から 60 年６月まで 

             ② 昭和 60 年７月から 62 年７月まで 

20 歳になったときに父が国民年金に加入してくれて、国民年金保険

料も納付してくれたはずである。申立期間①は保険料が未納となってい

ることに、申立期間②は未加入期間となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、20 歳になった時にその父が国民年

金の加入手続をしてくれて、国民年金保険料も納付してくれたとしてい

るところ、申立人の国民年金手帳記号番号から推定できる国民年金への

加入時期は、昭和 60 年７月ころであり、その時点では申立期間の国民

年金保険料は納付可能な期間である。 

また、申立期間①当時同居していた申立人の父母は申立期間①につい

て納付済みとなっている上、申立人の 10 か月と短期間である申立期間

①の保険料を納付できなかった特段の事情は見当たらない。 

 

２ 申立期間②について、申立人は、その父が国民年金保険料を納付した

はずであるとしているが、申立人の被保険者資格は昭和 60 年７月 31 日

に資格喪失をしており、申立期間②は制度上保険料を納付することはで

きない。 

また、申立期間②の保険料を納付したとする申立人の父は既に他界し

ているため、証言が得られず当時の納付状況が不明である。 

    さらに、申立人が申立期間②の国民年金保険料を納付したことを示す



                      

  

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 59 年９月から 60 年６月までの国民年金保険料を納付していた

ものと認められる。 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3426 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 50 年１月から同年８月までの期間及び 58 年６月から 60

年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認め

られることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 50 年１月から同年８月まで 

             ② 昭和 58 年６月から 60 年３月まで 

申立期間①については、両親から 20 歳になったら国民年金の保険料

を納めるように言われていたので、昭和 43 年に国民年金に加入し、20

歳の時からずっと保険料を納めてきた。 

申立期間②については、昭和 60 年４月にようやく国民年金の保険料

を納付できる状態になったので、それまで未納となっていた期間の約

13 万円から 14 万円くらいの保険料をまとめてＡ郵便局において納付書

で納付した。申立期間①が未加入及び申立期間②が未納となっているこ

とに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、昭和 43 年に国民年金に加入し、20

歳の時からずっと保険料を納めてきたとしているところ、国民年金被保

険者名簿には厚生年金保険に加入したことにより 50 年１月に被保険者

資格を喪失した旨の記録が存在する一方で、オンライン記録では申立人

の申立期間①における厚生年金保険への加入が確認できず、オンライン

記録と国民年金被保険者名簿の記録との間に不整合が見られ、50 年１

月に国民年金被保険者資格を喪失した理由が不明である。 

また、申立期間の前後の期間の国民年金保険料は納付済みとなってい

る上、申立人が、８か月と短期間である申立期間①の国民年金保険料を

納付できなかった特段の事情は見当たらない。 

 



                      

  

２ 申立期間②について、申立人は、昭和 60 年４月にようやく国民年金

の保険料を納付できる状態になったので、それまで未納となっていた期

間の約 13 万円から 14 万円くらいの保険料をまとめてＡ郵便局において

納付書で納付したとしているところ、申立人の国民年金手帳記号番号の

払出しは、44 年７月ころであることから、60 年４月の時点で申立期間

②の保険料をさかのぼって納付することが可能である。 

  また、申立人は、申立期間②当時の保険料の納付に関して具体的に記

憶しており、申立期間②当時の納付方法、納付場所及び納付金額もおお

むね一致することから、申立内容に不自然さは見られない上、22 か月

と比較的短期間である申立期間②の国民年金保険料を納付できなかった

特段の事情は見当たらない。 

 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国

民年金保険料を納付していたものと認められる。 

 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3692 

 

第１  委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたと認められることから、申立人の株式会社Ａにおける資格

喪失日に係る記録を昭和 63 年２月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月

額に係る記録を８万 6,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 24 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 62 年 11 月４日から 63 年２月１日まで 

    昭和 61 年 12 月に株式会社Ａに入社後、62 年４月１日付けで厚生年

金保険被保険者資格を取得し、63 年 12 月 11 日に資格喪失するまで継

続して同社に勤務していたが、ねんきん特別便の加入記録と当時の給与

明細で厚生年金保険料が控除されている月数を確認したところ、62 年

11 月から 63 年２月まで厚生年金保険料を控除されているにもかかわら

ず、加入記録が無いので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人は、社会保険事務所（当時）の記録では、株式会社Ａにおいて昭

和 62 年４月１日付けで厚生年金保険被保険者資格を取得し、同年 11 月４

日付けで資格を喪失後、同社が社名変更後の株式会社Ｂ社において 63 年

６月１日付けで再度資格を取得しているが、62 年 11 月から 63 年５月ま

での被保険者記録が無い。 

しかし、申立人に係る株式会社Ａにおける雇用保険の被保険者記録及び

複数の同僚の供述から、申立人が申立期間において同社に継続して勤務し

たことが認められ、かつ、申立人から提出された株式会社Ａの給与支給明

細書により、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人は、申立期間を含む昭和 62 年 11 月４日から 63 年６月１



                      

  

日までの期間のうち、63 年２月１日から同年６月１日までの期間につい

て、「当該期間については、株式会社Ａから支給された給与において厚生

年金保険料を控除されていないので申立期間に算入していない。」と供述

している。 

また、申立期間の標準報酬月額については、株式会社Ａにおける申立人

に係る昭和 62 年 12 月分から 63 年２月分までの給与支給明細書の記録で

確認できる保険料控除額から、８万 6,000 円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、当該事業所は既に解散しており、これを確認できる関連資料及

び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情は見当たらないことから、行ったとは認められない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案3694 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社（現在は、Ｂ株式

会社）Ｃ出張所における資格取得日に係る記録を昭和26年２月１日に訂正

し、申立期間の標準報酬月額に係る記録を8,000円とすることが必要であ

る。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 大正15年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和26年２月１日から同年９月１日まで 

昭和20年９月28日にＡ株式会社に入社し、本社のＤ課に勤務していた

が、26年２月１日にＣ出張所に転勤し、27年１月４日まで同出張所で勤

務していた。 

しかし、国（厚生労働省）の記録では、Ｃ出張所での厚生年金保険被

保険者期間が、昭和26年９月１日から27年１月４日までとなっており、

実際に勤務していた期間と異なっているので、調査して正しい記録に訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間に係る複数の同僚の供述及び当該同僚の一人が撮影し

た複数の写真から判断すると、申立人は、Ａ株式会社に継続して勤務し

（同社本社から同社Ｃ出張所に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、異動日については、申立人が、辞令は現存していないが昭和26年

１月末に転勤辞令を受け、同年２月初旬に転勤したとしていること、複数

の同僚が「申立人は、26年２月ころ本社からＣ出張所に異動した。」と供

述していること、及び同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から

申立人の後任者二人の異動日が27年２月１日と確認できる上、複数の同僚



                      

  

の供述及び当該名簿における記録から、同社における異動日は、該当月の

１日であったとうかがえることなどから、26年２月１日とすることが妥当

である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、昭和26年９月１日における

Ａ株式会社Ｃ出張所に係る申立人の厚生年金保険被保険者台帳の記録から

8,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、Ａ株式会社を継承したＢ株式会社では、当時のＡ株式

会社関連の人事書類が現存しないことから不明としており、このほかに確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと

判断せざるを得ない。 

また、政府の当該厚生年金保険料を徴収する権利が時効により消滅する

前に、事業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保

険事務所（当時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関

連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3697 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人の株式会社Ａにおける資格取得

日に係る記録を平成８年３月 28 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額に

係る記録を 22 万円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 47 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成８年３月 28 日から同年５月１日まで 

平成４年４月１日に現在在職中の株式会社Ｂが所属するＣグループの

前身、株式会社Ｄに入社し、８年３月にグループ内で異動があり株式会

社Ａに移籍したが、株式会社Ａにおける申立期間の厚生年金保険被保険

者記録が無い。入社から現在まで継続して勤務しており、在職証明書も

あるので、当該期間を被保険者期間として認めてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の被保険者記録、事業主の回答及び複数の同僚の供述等から判

断すると、申立人は、申立期間前後を含めて株式会社Ａ及び同社の関連会

社に継続して勤務し（平成８年３月 28 日に株式会社Ｄから株式会社Ａに

異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、株式会社Ａに係る「健康保

険厚生年金保険被保険者資格取得確認及び標準報酬決定通知書」（副）及

びオンライン記録における申立人に係る同社の平成８年５月の記録から、

22 万円とすることが妥当である。 

   なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は保険料を納付したか否かについては不明とし

ているが、「健康保険厚生年金保険被保険者資格取得確認及び標準報酬決



                      

  

定通知書」（副）における資格取得日が平成８年５月１日となっているこ

とから、事業主が同日を資格取得日として届け、その結果、社会保険事務

所(当時)は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料の納入の告知を行っ

ておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3698 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人の株式会社Ａにおける資格喪失

日に係る記録を昭和 42 年 10 月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額に

係る記録を３万 9,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 42 年９月 30 日から同年 10 月１日まで 

    申立期間は、株式会社Ａから関連会社であるＢ株式会社（現在は、株

式会社Ｃ）に異動したが、申立期間の厚生年金保険被保険者記録が無い。

申立期間について被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   株式会社Ｃ提出の人事記録、健康保険厚生年金保険被保険者名簿及び取

締役会議事録並びに同社の申立人に係る勤務時期に関する供述から判断す

ると、申立人は、申立期間の前後を含めて株式会社Ａ及び同社の関連会社

に継続して勤務し（昭和 42 年 10 月１日に株式会社ＡからＢ株式会社に異

動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の株式会社Ａにおけ

る昭和 42 年８月の事業所の事業所別被保険者名簿の記録から、３万

9,000 円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業主が申立てに係る資格喪失日を昭和 42 年 10 月１日と届け

出たにもかかわらず、社会保険事務所（当時）がこれを同年９月 30 日と

誤って記録するとは考え難いことから、事業主が同日を資格喪失日として

届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年９月の保険料につ



                      

  

いて納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったも

のの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付し

た場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3700 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間①の標準報酬月額に係る記録を平成６年 10 月は 32 万

円、同年 11 月は 30 万円に訂正し、申立期間②のうち 11 年１月及び同年

３月の標準報酬月額に係る記録を 34 万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 22 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成６年 10 月１日から同年 12 月１日まで 

 ② 平成 10 年９月１日から 11 年４月１日まで 

株式会社Ａに勤務していた時の標準報酬月額が、給与支給明細書の厚

生年金保険料の控除額と相違している。調べて標準報酬月額を訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下

「特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基

づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していた

と認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬

月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の

額を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準報酬月額については、申立人が提出した給

与支給明細書において確認できる報酬月額及び保険料控除額から、平成６

年 10 月は 32 万円、同年 11 月は 30 万円、11 年１月及び同年３月は 34 万

円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、過失により平成６年 10 月及び同年 11 月を 28 万円、11 年１月



                      

  

及び同年３月を 30 万円の標準報酬月額に相当する報酬月額の届出を行っ

たことを認めていることから、事業主が上記金額を報酬月額として社会保

険事務所（当時）に届け、その結果、社会保険事務所は、申立人が主張す

る標準報酬月額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず（社会

保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料

に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は当該保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間②のうち、平成 10 年９月から同年 12 月までの期間及び

11 年２月に係る標準報酬月額については、当該給与支給明細書において

確認できる報酬月額及び保険料控除額に見合う標準報酬月額が、オンライ

ン記録における標準報酬月額を超えないことから、特例法による保険給付

の対象に当たらないため、あっせんは行わない。 

 

                                       



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3702 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 20 年７月 15 日から同年９月１日まで

の期間において、厚生年金保険被保険者であったことが認められることか

ら、申立人のＡ株式会社における資格喪失日に係る記録を同年９月１日に

訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については 120 円とすることが妥当であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 大正７年生 

現  住  所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 20 年７月 15 日から 23 年８月 10 日まで 

年金事務所において、厚生年金保険被保険者記録を確認したところ、

昭和 14 年４月１日から 29 年４月に退職するまでＡ株式会社に勤務して

いたのに、20 年７月 15 日から 23 年８月 10 日までの記録が確認できな

かった。 

申立期間のうち、昭和 20 年７月 15 日から同年９月１日までは２度目

の応召を受け、Ｂで軍務に励んでいた期間の一部であり、また、復員後

は、退職するまで給与から厚生年金保険料を控除されていたことから納

得できないので、調査して被保険者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人の申立期間について、事業主から提出された労働者名簿により

申立人がＡ株式会社に継続して勤務又は在籍していたことが確認できる。   

また、本籍地のあるＣ自治体Ｄ部長の発行する軍歴確認書により、申

立人が昭和 19 年７月 15 日にＢに召集され 20 年９月１日に除隊した軍

歴が確認できる。 

一方、当時の厚生年金保険法では、第 59 条の２により、昭和 19 年

10 月１日から 22 年５月２日までに被保険者が陸海軍に徴集又は召集さ

れた期間については、その厚生年金保険料を被保険者及び事業主共に全

額を免除し、被保険者期間として算入する旨規定されている。 

したがって、申立期間のうち、昭和 20 年７月 15 日から同年９月１日

までの期間については申立人がＢに召集されていた期間であることから、



                      

  

たとえ被保険者としての届出が行われておらず、法 75 条の規定による、

時効によって消滅した保険料に係る期間であっても、年金額の基礎とな

る被保険者期間とすべきであるものと考えられる。 

以上のことから、申立人の被保険者資格の喪失日は、軍歴確認書の除

隊日である昭和 20 年９月１日とすることが妥当である。 

また、昭和 20 年７月及び同年８月の標準報酬月額は、申立人のＡ株

式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿における同年６月の記

録から、120 円とすることが妥当である。 

 

２ 一方、申立期間のうち、昭和 20 年９月１日から 23 年８月 10 日まで

の期間について、事業主は、「給与台帳等の資料が保存されておらず、

申立人の厚生年金保険料の給与からの控除については不明。」と供述し

ており、申立人の当該期間の厚生年金保険料の給与からの控除について

確認できなかった。 

また、健康保険厚生年金保険被保険者名簿によれば、Ａ株式会社Ｅ事

務所が厚生年金保険の適用事業所となった日は申立期間以後の昭和 25

年 10 月１日であり、同名簿において申立人の記録は確認できず、健康

保険の整理番号に欠番は無い上、オンライン記録において同名又は類似

の名称の事業所を検索したがＦ地内には該当事業所は無かった。 

さらに、Ａ株式会社Ｅ事務所における同僚６人のうち、５人は他界し

ており、回答した一人は、「自分も昭和 23 年６月に入社して 29 年３月

まで勤務したが、23 年６月から 25 年 10 月１日までの期間の厚生年金

保険の被保険者記録が無いことから本社に照会すると、Ｅ事務所の厚生

年金保険の事務について本社は関与しておらず、Ｅ事務所に任せていた

ので分からないと言われ、分からないままである。」と供述している上、

申立人は、上記労働者名簿によれば、23 年６月 12 日にＧ県のＨ鉱山に

転勤しており、同鉱山において同年８月 10 日に厚生年金保険の被保険

者資格を取得し、同名簿に同鉱山閉設により転勤と記載のある 28 年９

月８日後の 29 年４月 26 日に同鉱山において被保険者資格を喪失してい

ることが確認できる。 

このほか、当該期間において、申立人が給与から厚生年金保険料を控

除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として当該期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3704 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の株式会社Ａにおける資格取得日は昭和 19 年 10 月１日、資格喪

失日は 20 年８月 27 日であると認められることから、申立期間に係る厚生

年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必

要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、昭和 19 年 10 月から 20 年

１月までは 40 円、同年２月から同年７月までは 80 円とすることが妥当で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名  ： 女 

基礎年金番号  ： 

生 年 月 日    ： 昭和４年生 

住    所  ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間   ： 昭和 19 年６月１日から 20 年８月 27 日まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の被保険者記録を照会したと

ころ、株式会社Ａに正社員（Ｂ作業）で勤務していた申立期間の厚生年

金保険被保険者記録が無いので、当該期間について年金記録を訂正して

ほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａに係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、申立人

と生年月日は相違（昭和４年＊月＊日が同年＊月＊日となっている。）し

ているものの、申立人の旧姓（Ｃ）と同姓同名で、かつ、19 年６月１日

に被保険者資格を取得し、20 年８月 27 日に資格喪失となっている基礎年

金番号に未統合の厚生年金保険被保険者記録が確認できる。 

また、株式会社Ａから提出された「労働者年金保険被保険者資格喪失届

（副）」によると、当該未統合記録と同様に申立人の生年月日と月日が相

違しているものの、申立人の旧姓と同姓同名の者が昭和 20 年８月 27 日に

資格喪失している。 

さらに、Ｄ組合は、健康保険組合資格得喪簿（写し）を添付し、「申立

人は、昭和 18 年３月 26 日から 20 年８月 27 日まで組合員期間である。」

と回答している。 



                      

  

一方、厚生年金保険法の定めにより、女子労働者は、昭和 19 年６月１

日から被保険者として適用が開始されたものの、保険料の徴収は準備期間

を置いた後の同年 10 月１日からとされており、年金給付の対象期間は同

日（同年 10 月１日）からとされる取扱いとなっている。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和 19 年 10 月１日

に厚生年金保険の被保険者資格を取得し、20 年８月 27 日に同資格を喪失

した旨の届出を社会保険事務所に対し行ったことが認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額は、当該未統合となっている当該事業所

に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録から、昭和 19 年 10 月か

ら 20 年１月までは 40 円、同年２月から同年７月までは 80 円とすること

が妥当である。 

   



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3705 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人の株式会社Ａ（現在は、株

式会社Ｂ）における資格喪失日に係る記録を昭和 42 年 10 月 16 日に訂正

し、申立期間の標準報酬月額に係る記録を３万 3,000 円とすることが必要

である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 17 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 42 年９月 17 日から同年 10 月 16 日まで 

    株式会社Ａから昭和 42 年 10 月 16 日に株式会社Ｃへ転籍するまで継

続して勤務していたが、社会保険庁（当時）の記録では、同年９月 17

日に株式会社Ａにおける厚生年金保険の被保険者資格を喪失しており、

被保険者期間が１か月空白となっている。転籍に伴い事業所を異動した

が継続して勤務しているので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ｂから提出された申立人の労働者名簿、申立人が所持する退職

金計算書及び同社からの回答から判断すると、申立人は、申立期間に株式

会社Ａ及び同社の関連会社に継続して勤務し（昭和 42 年 10 月 16 日に株

式会社Ａから株式会社Ｃへ異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の株式会社Ａにおけ

る昭和 42 年８月の標準報酬月額が３万 3,000 円であることから、同額と

することが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、事業主は不明と回答しているが、雇用保険



                      

  

の被保険者記録における離職日が昭和 42 年９月 16 日となっている上、厚

生年金保険の被保険者記録における資格喪失日（離職日の翌日）が同年９

月 17 日となっており、公共職業安定所及び社会保険事務所（当時）の双

方が誤って同じ資格喪失に係る日を記録したとは考え難いことから、事業

主が同年９月 17 日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所

は申立人に係る同年９月の保険料について納入の告知を行っておらず（社

会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険

料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立

人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行していないもの

と認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3706 

 

第１ 委員会の結論 

１ 申立人は、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが認められることから、申立人の有限会社Ａ（現在

は、株式会社Ｂ）における資格喪失日に係る記録を昭和 35 年８月 15 日

に訂正し、申立期間①の標準報酬月額に係る記録を１万円とすることが

必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間①の厚生年金保険料を納付する

義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

２ 申立人は、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが認められることから、申立人の有限会社Ａにおけ

る資格取得日に係る記録を昭和 35 年８月 29 日に訂正し、申立期間②の

標準報酬月額に係る記録を１万 2,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間②の厚生年金保険料を納付する

義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 16 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 昭和 35 年６月 22 日から同年８月 15 日まで 

             ② 昭和 35 年８月 29 日から 36 年８月 21 日まで 

    有限会社Ａ及び株式会社Ｃに勤務した期間のうち、申立期間①及び申

立期間②の厚生年金保険の被保険者期間が２か月及び 12 か月空白とな

っている。転籍に伴い事業所を異動したが、当該期間は有限会社Ａに継

続して勤務していたので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚から、申立人が各申立期間において有限会社Ａに勤務してい

た旨の供述及び同社と株式会社Ｃが関連会社であり、両社間で人事異動が

行われていた旨の供述が得られたこと、また、商業登記により各申立期間



                      

  

において両社の事業主が同一であったことが確認できることから判断する

と、各申立期間において両社は関連会社であり、申立人は、各申立期間に

有限会社Ａに継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められる。 

なお、各異動日については、株式会社Ｃが厚生年金保険の適用事業所と

なった日が昭和 35 年８月 15 日であり、同日に有限会社Ａから同社に 35

人の同僚が異動していることが両社に係る健康保険厚生年金保険被保険者

名簿により確認できる上、申立期間①における申立人の勤務先を記憶して

いる同僚が、いずれも「申立人は、申立期間①において有限会社Ａに勤務

していた。」と供述しており、また、申立人が「有限会社Ａから株式会社

Ｃに異動した後、すぐに有限会社Ａに戻った。」と供述しているところ、

申立期間②における申立人の勤務先を記憶している同僚が、いずれも「申

立人は、申立期間②において有限会社Ａに勤務していた。」と供述してい

ることから、申立期間①における有限会社Ａに係る資格喪失日を 35 年８

月 15 日、申立期間②における同社に係る同取得日を同年８月 29 日とする

ことが妥当である。 

また、各申立期間の標準報酬月額については、申立期間①を申立人の有

限会社Ａにおける昭和 35 年５月に係るオンライン記録から１万円、申立

期間②を申立人の同社における 36 年８月に係るオンライン記録から１万

2,000 円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る各申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行したか否かについては、株式会社Ｂは平成 22 年２月 23 日に破産

手続を開始しているところ、破産管財人は不明と回答しており、このほか

に確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでな

いと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日及び取得日に係る届出を社会

保険事務所（当時）に行ったか否かについては、これを確認できる関連資

料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3707 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、申立人の申立期間の標準賞与額に

係る記録を、申立期間①は 21 万 3,000 円、申立期間②は 25 万円、申立期

間③は 24 万円、申立期間④及び⑤は 24 万 4,000 円、申立期間⑥は 29 万

5,000 円、申立期間⑦、⑧及び⑨は 25 万 5,000 円、申立期間⑩は 31 万

9,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 24 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 15 年７月 10 日 

 ② 平成 15 年 12 月 12 日 

 ③ 平成 16 年７月 26 日 

④ 平成 16 年 12 月 20 日 

⑤ 平成 17 年７月 15 日 

⑥ 平成 17 年 12 月 19 日 

⑦ 平成 18 年７月 20 日 

⑧ 平成 18 年 12 月 20 日 

⑨ 平成 19 年７月 19 日 

⑩ 平成 19 年 12 月 20 日 

株式会社Ａから支給された平成 15 年７月から 19 年 12 月まで計 10 回

の賞与について、厚生年金保険料を控除されている。しかし、年金事務

所の記録では保険料納付の記録が無いため、申立期間の標準賞与額の記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 事業主から提出された賞与一覧表及び賃金台帳により、申立人が株式

会社Ａから、申立期間①は 21 万 3,000 円、申立期間②は 25 万円、申立

期間③は 24 万円、申立期間④及び⑤は 25 万円、申立期間⑥は 31 万円、

申立期間⑦、⑧及び⑨は 25 万 5,000 円、申立期間⑩は 31 万 9,000 円の



                      

  

賞与を支給され、厚生年金保険料が控除されていたことが認められる。 

 

２ 当該賞与一覧表及び賃金台帳によると、平成 16 年 12 月以降に支給さ

れた賞与において、当該賞与額に見合う保険料が控除されていないが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づ

き、標準賞与額を改定又は決定し記録の訂正及び保険給付が行われるの

は、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞与

額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内であることから、これらの標

準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、標準賞与額については、当該賞与一覧表及び賃金台帳で

確認できる保険料控除額及び賞与額から、申立期間①は 21 万 3,000 円、

申立期間②は 25 万円、申立期間③は 24 万円、申立期間④及び⑤は 24

万 4,000 円、申立期間⑥は 29 万 5,000 円、申立期間⑦、⑧及び⑨は 25

万 5,000 円、申立期間⑩は 31 万 9,000 円とすることが妥当である。 

 

３ 申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の納付義務の履行については、

事業主が履行していないことを認めていることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料につい

て納入の告知を行っておらず、事業主は申立期間に係る保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3708 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、申立人の申立期間の標準賞与額に

係る記録を、申立期間①は 23 万円、申立期間②及び③は 27 万円、申立期

間④は 26 万 4,000 円、申立期間⑤は 34 万 1,000 円、申立期間⑥は 33 万

2,000 円、申立期間⑦は 35 万円、申立期間⑧及び⑨は 34 万 9,000 円、申

立期間⑩は 46 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 33 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 15 年７月 10 日 

② 平成 15 年 12 月 12 日 

③ 平成 16 年７月 26 日 

④ 平成 16 年 12 月 20 日 

⑤ 平成 17 年７月 15 日 

⑥ 平成 17 年 12 月 19 日 

⑦ 平成 18 年７月 20 日 

⑧ 平成 18 年 12 月 20 日 

⑨ 平成 19 年７月 19 日 

⑩ 平成 19 年 12 月 20 日 

株式会社Ａから支給された平成 15 年７月から 19 年 12 月まで計 10 回

の賞与について、厚生年金保険料を控除されている。しかし、年金事務

所の記録では保険料納付の記録が無いため、申立期間の標準賞与額の記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 事業主から提出された賞与一覧表及び賃金台帳により、申立人が株式

会社Ａから、申立期間①は 23 万円、申立期間②、③及び④は 27 万円、

申立期間⑤及び⑥は 34 万 9,000 円、申立期間⑦は 35 万円、申立期間⑧

及び⑨は 34 万 9,000 円、申立期間⑩は 46 万円の賞与を支給され、厚生



                      

  

年金保険料が控除されていたことが認められる。 

 

２ 当該賞与一覧表及び賃金台帳によると、平成 16 年 12 月以降に支給さ

れた賞与において、当該賞与額に見合う保険料が控除されていないが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づ

き、標準賞与額を改定又は決定し記録の訂正及び保険給付が行われるの

は、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞与

額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内であることから、これらの標

準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、標準賞与額については、当該賞与一覧表及び賃金台帳で

確認できる保険料控除額及び賞与額から、申立期間①は 23 万円、申立

期間②及び③は 27 万円、申立期間④は 26 万 4,000 円、申立期間⑤は

34 万 1,000 円、申立期間⑥は 33 万 2,000 円、申立期間⑦は 35 万円、

申立期間⑧及び⑨は 34 万 9,000 円、申立期間⑩は 46 万円とすることが

妥当である。 

 

３ 申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の納付義務の履行については、

事業主が履行していないことを認めていることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料につい

て納入の告知を行っておらず、事業主は申立期間に係る保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3709 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、申立人の申立期間の標準賞与額に

係る記録を、申立期間①、②及び③は 25 万円、申立期間④及び⑤は 24 万

4,000 円、申立期間⑥は 29 万 5,000 円、申立期間⑦、⑧及び⑨は 25 万円、

申立期間⑩は 31 万 5,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 19 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 15 年７月 10 日 

② 平成 15 年 12 月 12 日 

③ 平成 16 年７月 26 日 

④ 平成 16 年 12 月 20 日 

⑤ 平成 17 年７月 15 日 

⑥ 平成 17 年 12 月 19 日 

⑦ 平成 18 年７月 20 日 

⑧ 平成 18 年 12 月 20 日 

⑨ 平成 19 年７月 19 日 

⑩ 平成 19 年 12 月 20 日 

株式会社Ａから支給された平成 15 年７月から 19 年 12 月まで計 10 回

の賞与について、厚生年金保険料を控除されている。しかし、年金事務

所の記録では保険料納付の記録が無いため、申立期間の標準賞与額の記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 事業主から提出された賞与一覧表及び賃金台帳により、申立人が株式

会社Ａから、申立期間①から⑤までは 25 万円、申立期間⑥は 31 万円、

申立期間⑦、⑧及び⑨は 25 万円、申立期間⑩は 31 万 5,000 円の賞与を

支給され、厚生年金保険料が控除されていたことが認められる。 

 



                      

  

２ 当該賞与一覧表及び賃金台帳によると、平成 16 年 12 月以降に支給さ

れた賞与において、当該賞与額に見合う保険料が控除されていないが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づ

き、標準賞与額を改定又は決定し記録の訂正及び保険給付が行われるの

は、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞与

額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内であることから、これらの標

準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、標準賞与額については、当該賞与一覧表及び賃金台帳で

確認できる保険料控除額及び賞与額から、申立期間①、②及び③は 25

万円、申立期間④及び⑤は 24 万 4,000 円、申立期間⑥は 29 万 5,000 円、

申立期間⑦、⑧及び⑨は 25 万円、申立期間⑩は 31 万 5,000 円とするこ

とが妥当である。 

 

３ 申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の納付義務の履行については、

事業主が履行していないことを認めていることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料につい

て納入の告知を行っておらず、事業主は申立期間に係る保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3710 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、申立人の申立期間の標準賞与額に

係る記録を 27 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 53 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 19 年 12 月 20 日 

株式会社Ａから支給された平成 19 年 12 月の賞与について、厚生年金

保険料を控除されている。しかし、年金事務所の記録では保険料納付の

記録が無いため、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 事業主から提出された賞与一覧表及び賃金台帳により、申立人が株式

会社Ａから、申立期間に 27 万円の賞与を支給され、厚生年金保険料が

控除されていたことが認められる。 

 

２ 当該賞与一覧表及び賃金台帳によると、申立期間に支給された賞与に

おいて、当該賞与額に見合う保険料が控除されていないが、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標準賞

与額を改定又は決定し記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主

が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞与額のそれぞ

れに基づく標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額の

いずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準賞与額については、当該賞与一覧表及び

賃金台帳で確認できる保険料控除額及び賞与額から、27 万円とするこ

とが妥当である。 

 

３ 申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の納付義務の履行については、



                      

  

事業主が履行していないことを認めていることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料につい

て納入の告知を行っておらず、事業主は申立期間に係る保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3711 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、申立人の申立期間の標準賞与額に

係る記録を、申立期間①は 36 万円、申立期間②は 45 万円とすることが必

要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 31 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 19 年７月 19 日 

② 平成 19 年 12 月 20 日 

株式会社Ａから支給された平成 19 年７月及び同年 12 月の賞与につい

て、厚生年金保険料を控除されている。しかし、年金事務所の記録では

保険料納付の記録が無いため、申立期間の標準賞与額の記録を訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 事業主から提出された賞与一覧表及び賃金台帳により、申立人が株式

会社Ａから、申立期間①は 36 万円、申立期間②は 45 万円の賞与を支給

され、厚生年金保険料が控除されていたことが認められる。 

 

２ 当該賞与一覧表及び賃金台帳によると、申立期間に支給された賞与に

おいて、当該賞与額に見合う保険料が控除されていないが、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標準賞

与額を改定又は決定し記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主

が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞与額のそれぞ

れに基づく標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額の

いずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、標準賞与額については、当該賞与一覧表及び賃金台帳で

確認できる保険料控除額及び賞与額から、申立期間①は 36 万円、申立



                      

  

期間②は 45 万円とすることが妥当である。 

 

３ 申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の納付義務の履行については、

事業主が履行していないことを認めていることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料につい

て納入の告知を行っておらず、事業主は申立期間に係る保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3712 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、申立人の申立期間の標準賞与額に

係る記録を、申立期間①は 38 万円、申立期間②は 25 万円、申立期間③は

30 万円、申立期間④は 29 万 3,000 円、申立期間⑤は 24 万 4,000 円、申

立期間⑥は 28 万 6,000 円、申立期間⑦は 25 万円、申立期間⑧は 30 万円、

申立期間⑨は 30 万 6,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 22 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 15 年７月 10 日 

② 平成 15 年 12 月 12 日 

③ 平成 16 年７月 26 日 

④ 平成 16 年 12 月 20 日 

⑤ 平成 17 年７月 15 日 

⑥ 平成 17 年 12 月 19 日 

⑦ 平成 18 年７月 20 日 

⑧ 平成 18 年 12 月 20 日 

⑨ 平成 19 年７月 19 日 

株式会社Ａから支給された平成 15 年７月から 19 年７月まで計９回の

賞与について、厚生年金保険料を控除されている。しかし、年金事務所

の記録では保険料納付の記録が無いため、申立期間の標準賞与額の記録

を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 事業主から提出された賞与一覧表及び賃金台帳により、申立人が株式

会社Ａから、申立期間①は 38 万円、申立期間②は 25 万円、申立期間③

及び④は 30 万円、申立期間⑤は 25 万円、申立期間⑥は 30 万円、申立

期間⑦は 25 万円、申立期間⑧は 30 万円、申立期間⑨は 30 万 6,000 円

の賞与を支給され、厚生年金保険料が控除されていたことが認められる。 



                      

  

 

２ 当該賞与一覧表及び賃金台帳によると、平成 16 年 12 月以降に支給さ

れた賞与において、当該賞与額に見合う保険料が控除されていないが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づ

き、標準賞与額を改定又は決定し記録の訂正及び保険給付が行われるの

は、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞与

額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内であることから、これらの標

準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、標準賞与額については、当該賞与一覧表及び賃金台帳で

確認できる保険料控除額及び賞与額から、申立期間①は 38 万円、申立

期間②は 25 万円、申立期間③は 30 万円、申立期間④は 29 万 3,000 円、

申立期間⑤は 24 万 4,000 円、申立期間⑥は 28 万 6,000 円、申立期間⑦

は 25 万円、申立期間⑧は 30 万円、申立期間⑨は 30 万 6,000 円とする

ことが妥当である。 

 

３ 申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の納付義務の履行については、

事業主が履行していないことを認めていることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料につい

て納入の告知を行っておらず、事業主は申立期間に係る保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3713 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、申立人の申立期間の標準賞与額に

係る記録を、申立期間①は 40 万円、申立期間②は 32 万円、申立期間③は

40 万円、申立期間④は 31 万 2,000 円、申立期間⑤は 39 万円、申立期間

⑥は 38 万 1,000 円、申立期間⑦から⑩までは 40 万円とすることが必要で

ある。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 25 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 15 年７月 10 日 

 ② 平成 15 年 12 月 12 日 

 ③ 平成 16 年７月 26 日 

④ 平成 16 年 12 月 20 日 

⑤ 平成 17 年７月 15 日 

⑥ 平成 17 年 12 月 19 日 

⑦ 平成 18 年７月 20 日 

⑧ 平成 18 年 12 月 20 日 

⑨ 平成 19 年７月 19 日 

⑩ 平成 19 年 12 月 20 日 

株式会社Ａから支給された平成 15 年７月から 19 年 12 月まで計 10 回

の賞与について、厚生年金保険料を控除されている。しかし、年金事務

所の記録では保険料納付の記録が無いため、申立期間の標準賞与額の記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 事業主から提出された賞与一覧表及び賃金台帳により、申立人が株式

会社Ａから、申立期間①は 40 万円、申立期間②は 32 万円、申立期間③

は 40 万円、申立期間④は 32 万円、申立期間⑤から⑩までは 40 万円の

賞与を支給され、厚生年金保険料が控除されていたことが認められる。 



                      

  

 

２ 当該賞与一覧表及び賃金台帳によると、平成 16 年 12 月以降に支給さ

れた賞与において、当該賞与額に見合う保険料が控除されていないが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づ

き、標準賞与額を改定又は決定し記録の訂正及び保険給付が行われるの

は、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞与

額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内であることから、これらの標

準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、標準賞与額については、当該賞与一覧表及び賃金台帳で

確認できる保険料控除額及び賞与額から、申立期間①は 40 万円、申立

期間②は 32 万円、申立期間③は 40 万円、申立期間④は 31 万 2,000 円、

申立期間⑤は 39 万円、申立期間⑥は 38 万 1,000 円、申立期間⑦から⑩

までは 40 万円とすることが妥当である。 

 

３ 申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の納付義務の履行については、

事業主が履行していないことを認めていることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料につい

て納入の告知を行っておらず、事業主は申立期間に係る保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3714 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、申立人の申立期間の標準賞与額に

係る記録を 34 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 43 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 19 年 12 月 20 日 

株式会社Ａから支給された平成 19 年 12 月の賞与について、厚生年金

保険料を控除されている。しかし、年金事務所の記録では保険料納付の

記録が無いため、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 事業主から提出された賞与一覧表及び賃金台帳により、申立人が株式

会社Ａから、申立期間に 34 万円の賞与を支給され、厚生年金保険料が

控除されていたことが認められる。 

 

２ 当該賞与一覧表及び賃金台帳によると、申立期間に支給された賞与に

おいて、当該賞与額に見合う保険料が控除されていないが、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標準賞

与額を改定又は決定し記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主

が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞与額のそれぞ

れに基づく標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額の

いずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、標準賞与額については、当該賞与一覧表及び賃金台帳で

確認できる保険料控除額及び賞与額から、34 万円とすることが妥当で

ある。 

 

３ 申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の納付義務の履行については、



                      

  

事業主が履行していないことを認めていることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料につい

て納入の告知を行っておらず、事業主は申立期間に係る保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3715 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、申立人の申立期間の標準賞与額に

係る記録を 21 万 2,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 44 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 19 年 12 月 20 日 

株式会社Ａから支給された平成 19 年 12 月の賞与について、厚生年金

保険料を控除されている。しかし、年金事務所の記録では保険料納付の

記録が無いため、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 事業主から提出された賞与一覧表及び賃金台帳により、申立人が株式

会社Ａから、申立期間に 21 万 2,000 円の賞与を支給され、厚生年金保

険料が控除されていたことが認められる。 

 

２ 当該賞与一覧表及び賃金台帳によると、申立期間に支給された賞与に

おいて、当該賞与額に見合う保険料が控除されていないが、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標準賞

与額を改定又は決定し記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主

が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞与額のそれぞ

れに基づく標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額の

いずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、標準賞与額については、当該賞与一覧表及び賃金台帳で

確認できる保険料控除額及び賞与額から、21 万 2,000 円とすることが

妥当である。 

 

３ 申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の納付義務の履行については、



                      

  

事業主が履行していないことを認めていることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料につい

て納入の告知を行っておらず、事業主は申立期間に係る保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3716 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、申立人の申立期間の標準賞与額に

係る記録を、申立期間①は７万 2,000 円、申立期間②は 27 万円、申立期

間③は 27 万 5,000 円、申立期間④は 34 万 5,000 円、申立期間⑤は 45 万

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 28 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 17 年 12 月 19 日 

 ② 平成 18 年７月 20 日 

③ 平成 18 年 12 月 20 日 

④ 平成 19 年７月 19 日 

⑤ 平成 19 年 12 月 20 日 

株式会社Ａから支給された平成 17 年 12 月から 19 年 12 月まで計５回

の賞与について、厚生年金保険料を控除されている。しかし、年金事務

所の記録では保険料納付の記録が無いため、申立期間の標準賞与額の記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 事業主から提出された賞与一覧表及び賃金台帳により、申立人が株式

会社Ａから、申立期間①は７万 5,000 円、申立期間②は 27 万円、申立

期間③は 27 万 5,000 円、申立期間④は 34 万 5,000 円、申立期間⑤は

45 万円の賞与を支給され、厚生年金保険料が控除されていたことが認

められる。 

 

２ 当該賞与一覧表及び賃金台帳によると、申立期間に支給された賞与に

おいて、当該賞与額に見合う保険料が控除されていないが、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標準賞



                      

  

与額を改定又は決定し記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主

が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞与額のそれぞ

れに基づく標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額の

いずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、標準賞与額については、当該賞与一覧表及び賃金台帳で

確認できる保険料控除額及び賞与額から、申立期間①は７万 2,000 円、

申立期間②は 27 万円、申立期間③は 27 万 5,000 円、申立期間④は 34

万 5,000 円、申立期間⑤は 45 万円とすることが妥当である。 

 

３ 申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の納付義務の履行については、

事業主が履行していないことを認めていることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料につい

て納入の告知を行っておらず、事業主は申立期間に係る保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3717 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、申立人の申立期間①及び②の標準

賞与額に係る記録を、25 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 50 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 15 年７月 10 日 

 ② 平成 15 年 12 月 12 日 

株式会社Ａから支給された平成 15 年７月及び同年 12 月の賞与につい

て、厚生年金保険料を控除されている。しかし、年金事務所の記録では

保険料納付の記録が無いため、申立期間の標準賞与額の記録を訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 事業主から提出された賞与一覧表及び賃金台帳により、申立人が株式

会社Ａから、申立期間①及び②に 25 万円の賞与を支給され、厚生年金

保険料が控除されていたことが認められる。 

 

２ 申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の納付義務の履行については、

事業主が履行していないことを認めていることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料につい

て納入の告知を行っておらず、事業主は申立期間に係る保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3718 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、申立人の申立期間の標準賞与額に

係る記録を、申立期間①及び②は 30 万円、申立期間③は 36 万円、申立期

間④は 39 万円、申立期間⑤は 29 万 3,000 円、申立期間⑥は 38 万 1,000

円、申立期間⑦は 31 万 5,000 円、申立期間⑧は 42 万円、申立期間⑨は

33 万円、申立期間⑩は 55 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 48 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 15 年７月 10 日 

② 平成 15 年 12 月 12 日 

③ 平成 16 年７月 26 日 

④ 平成 16 年 12 月 20 日 

⑤ 平成 17 年７月 15 日 

⑥ 平成 17 年 12 月 19 日 

⑦ 平成 18 年７月 20 日 

⑧ 平成 18 年 12 月 20 日 

⑨ 平成 19 年７月 19 日 

⑩ 平成 19 年 12 月 20 日 

株式会社Ａから支給された平成 15 年７月から 19 年 12 月まで計 10 回

の賞与について、厚生年金保険料を控除されている。しかし、年金事務

所の記録では保険料納付の記録が無いため、申立期間の標準賞与額の記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 事業主から提出された賞与一覧表及び賃金台帳により、申立人が株式

会社Ａから、申立期間①及び②は 30 万円、申立期間③は 36 万円、申立

期間④は 40 万円、申立期間⑤は 30 万円、申立期間⑥は 40 万円、申立

期間⑦は 31 万 5,000 円、申立期間⑧は 42 万円、申立期間⑨は 33 万円、



                      

  

申立期間⑩は 55 万円の賞与を支給され、厚生年金保険料が控除されて

いたことが認められる。 

 

２ 当該賞与一覧表及び賃金台帳によると、平成 16 年 12 月以降に支給さ

れた賞与において、当該賞与額に見合う保険料が控除されていないが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づ

き、標準賞与額を改定又は決定し記録の訂正及び保険給付が行われるの

は、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞与

額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内であることから、これらの標

準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、標準賞与額については、当該賞与一覧表及び賃金台帳で

確認できる保険料控除額及び賞与額から、申立期間①及び②は 30 万円、

申立期間③は 36 万円、申立期間④は 39 万円、申立期間⑤は 29 万

3,000 円、申立期間⑥は 38 万 1,000 円、申立期間⑦は 31 万 5,000 円、

申立期間⑧は 42 万円、申立期間⑨は 33 万円、申立期間⑩は 55 万円と

することが妥当である。 

 

３ 申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の納付義務の履行については、

事業主が履行していないことを認めていることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料につい

て納入の告知を行っておらず、事業主は申立期間に係る保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3719 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、申立人の申立期間の標準賞与額に

係る記録を、申立期間①は 100 万円、申立期間②及び③は 50 万円、申立

期間④及び⑤は 43 万 9,000 円、申立期間⑥は 71 万 3,000 円、申立期間⑦

は 45 万円、申立期間⑧、⑨及び⑩は 90 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 19 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 15 年７月 10 日 

② 平成 15 年 12 月 12 日 

③ 平成 16 年７月 26 日 

④ 平成 16 年 12 月 20 日 

⑤ 平成 17 年７月 15 日 

⑥ 平成 17 年 12 月 19 日 

⑦ 平成 18 年７月 20 日 

⑧ 平成 18 年 12 月 20 日 

⑨ 平成 19 年７月 19 日 

⑩ 平成 19 年 12 月 20 日 

株式会社Ａから支給された平成 15 年７月から 19 年 12 月まで計 10 回

の賞与について、厚生年金保険料を控除されている。しかし、年金事務

所の記録では保険料納付の記録が無いため、申立期間の標準賞与額の記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 事業主から提出された賞与一覧表及び賃金台帳により、申立人が株式

会社Ａから、申立期間①は 100 万円、申立期間②及び③は 50 万円、申

立期間④及び⑤は 45 万円、申立期間⑥は 75 万円、申立期間⑦は 45 万

円、申立期間⑧、⑨及び⑩は 90 万円の賞与を支給され、厚生年金保険

料が控除されていたことが認められる。 



                      

  

 

２ 当該賞与一覧表及び賃金台帳によると、平成 16 年 12 月以降に支給さ

れた賞与において、当該賞与額に見合う保険料が控除されていないが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づ

き、標準賞与額を改定又は決定し記録の訂正及び保険給付が行われるの

は、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞与

額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内であることから、これらの標

準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、標準賞与額については、当該賞与一覧表及び賃金台帳で

確認できる保険料控除額及び賞与額から、申立期間①は 100 万円、申立

期間②及び③は 50 万円、申立期間④及び⑤は 43 万 9,000 円、申立期間

⑥は 71 万 3,000 円、申立期間⑦は 45 万円、申立期間⑧、⑨及び⑩は

90 万円とすることが妥当である。 

 

３ 申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の納付義務の履行については、

事業主が履行していないことを認めていることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料につい

て納入の告知を行っておらず、事業主は申立期間に係る保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3722 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社（現在は、Ｂ株式

会社）Ｃ支店における資格取得日に係る記録を昭和25年７月１日、資格喪

失日に係る記録を26年６月１日とし、当該期間に係る標準報酬月額を

8,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 大正 12 年生 

住        所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 25 年７月１日から 26 年６月１日まで 

    私は、Ａ株式会社で昭和 19 年６月１日に厚生年金保険被保険者資格

を取得し、31 年 11 月 30 日に退職するまで継続して勤務したが、申立

期間の被保険者記録が無い。申立期間について厚生年金保険の被保険者

期間であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、オンライン記録では、Ａ株式会社において、昭和 19 年６月

１日に厚生年金保険の被保険者資格を取得し、25 年７月１日に資格を喪

失後、26 年６月１日に同社において資格を再取得しており、申立期間の

被保険者記録が無い。 

   しかしながら、申立人が提出した失業保険被保険者離職票及びＡ株式会

社から提出された人事記録から判断すると、申立人は、申立期間において

同社に継続して勤務していたことが認められる。 

   また、申立人が申立期間当時勤務していた事業所について、申立人と同

じ職場にいたとする複数の同僚の被保険者記録は、Ａ株式会社Ｃ支店であ

ることが確認でき、その後いずれも昭和 26 年６月１日にＡ株式会社で資

格を取得していることが確認できることを踏まえると、申立人についても

同社Ｃ支店で資格を取得させる取扱いであったと考えられる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険



                      

  

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立期間前後のオンライン

記録から 8,000 円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

申立期間の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の健康保険の番号に欠番が

見当たらないことから、申立人に係る社会保険事務所（当時）の記録が失

われたことは考えられない上、資格の取得及び喪失のいずれの機会におい

ても社会保険事務所が申立人に係る記録の処理を誤ることは考え難いこと

から、事業主から当該社会保険事務所へ資格の得喪等に係る届出は行われ

ておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 25 年７月か

ら 26 年５月までの保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3724 

 

第１ 委員会の結論 

事業主は、申立人が昭和 17 年６月１日に労働者年金保険被保険者の資

格を取得し、かつ 20 年９月 30 日に厚生年金保険被保険者資格を喪失した

旨の届出を保険出張所（当時）に行ったことが認められることから、申立

人に係る株式会社Ａ（現在は、株式会社Ｂ）における厚生年金保険被保険

者の資格取得日及び資格喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、標準報酬月額については昭和 17 年６月から 18 年３月までは 40

円、同年４月から同年７月までは 60 円、同年８月から 19 年１月までは

70 円、同年２月から 20 年８月までは 80 円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 大正 14 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 17 年１月１日から 20 年９月 30 日まで 

  私は、株式会社Ａに昭和 15 年３月 25 日に入社し、17 年１月１日か

ら厚生年金保険に全員加入するとの話があり自分も加入したが、20 年

９月 30 日に資格喪失するまでの期間の厚生年金保険被保険者記録が無

い。申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａに係る事業所別被保険者名簿において、昭和 17 年１月１日

（労働者年金保険の被保険者資格期間に算入されるのは、保険料徴収開始

後の同年６月１日以降の期間）に厚生年金保険被保険者の資格を取得し、

20 年９月 30 日に資格喪失している申立人と姓名及び生年月日が同一で、

申立人の基礎年金番号と同一の厚生年金保険被保険者手帳記号番号の被保

険者記録が確認できる上、当該被保険者手帳記号番号の厚生年金保険被保

険者手帳記号番号払出簿を確認したところ、17 年１月１日に同所で被保

険者資格を取得し、20 年９月 30 日に資格を喪失している被保険者記録も

確認できる。 

また、申立人の申立期間に係る厚生年金保険被保険者台帳が保存されて

いないことから、当該被保険者記録はオンライン記録への収録が漏れたも



                      

  

のと考えられる。 

これらを総合的に判断すると、当該記録は申立人の記録と認められるこ

とから、事業主は、申立人が昭和 17 年６月１日に労働者年金保険被保険

者の資格を取得し、かつ、20 年９月 30 日に厚生年金保険被保険者の資格

を喪失した旨の届出を保険出張所に対し行ったことが認められる。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、厚生年金保険被保険者手帳

記号番号払出簿及び事業所別被保険者名簿の記録から、昭和 17 年６月か

ら 18 年３月までは 40 円、同年４月から同年７月までは 60 円、同年８月

から 19 年１月までは 70 円、同年２月から 20 年８月までは 80 円とするこ

とが妥当である。 

また、昭和 17 年６月１日から 20 年９月 30 日までの期間は、脱退手当

金支給済期間である。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3727 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人の株式会社Ａにおける資格取得

日に係る記録を昭和 49 年９月 25 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額に

係る記録を 10 万 4,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 49 年９月 25 日から 50 年１月 25 日まで 

    私は、昭和 49 年９月 25 日に株式会社Ａに入社したが、オンライン記

録では同社に係る厚生年金保険被保険者資格取得日は 50 年１月 25 日に

なっている。申立期間の給与明細書と入社日が記載された資料とを提出

するので、申立期間を厚生年金保険被保険者であることを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が提出した株式会社Ａの昭和 49 年 10 月分から 50 年１月分まで

の給与明細書により、申立人が申立期間の厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていることが確認できる。 

   また、申立人が提出した昭和 50 年１月９日付けの業務連絡「新入社員

教育」資料には、申立人の入社年月日は「９.25」と記載されており、申

立人が 49 年９月 25 日に当該会社に入社したことが認められる。 

さらに、当該業務連絡資料に記載されている同僚 21 人の全員が株式会 

社Ａに係る厚生年金保険被保険者記録が確認できるところ、ほぼ全員が業

務連絡に記載されている入社日とオンライン記録による厚生年金保険被保

険者資格取得日とが一致している。 

     これらを総合的に判断すると、申立人が株式会社Ａに継続して勤務し、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ



                      

  

とが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の株式会社Ａにおけ

る昭和 49 年 10 月分から 50 年１月分までの給与明細書に記載された報酬

月額及び厚生年金保険料の控除額から、10 万 4,000 円とすることが妥当

である。 

なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は不明としているが、社会保険事務所（当時）

の記録における資格取得日が雇用保険の記録における資格取得日と一致し

ており、社会保険事務所及び公共職業安定所の双方が誤って同じ資格取得

日と記録したとは考え難いことから、当該社会保険事務所の記録どおりの

届出が事業主から行われ、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る申

立期間の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人の

申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3729 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、申

立人のＡ株式会社（現在は、Ｂ株式会社）における資格喪失日に係る記録

を昭和 55 年９月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額に係る記録を 24

万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和26年生  

住    所 ： 

     

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和55年８月31日から同年９月１日まで 

    社会保険庁（当時）の記録では、Ａ株式会社の資格喪失日が昭和 55

年８月 31 日となっており、同年９月１日に株式会社Ｃに入社している

こととなっているが、実際には同年８月１日から株式会社Ｃに入社して

いる。Ａ株式会社、株式会社Ｃは社長が同一で社名を変えただけである。

この１か月の空白は納得できないので記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ａ株式会社に昭和 43 年４月 21 日から勤務し、１日の空白も

無く同社のＤ部門を分社化した株式会社Ｃに入社したとしているところ、

申立人の雇用保険被保険者の資格記録はＡ株式会社の離職日が 55 年８月

31 日、株式会社Ｃでの資格取得日が同年９月１日となっており、申立人

が主張するとおりの記録となっている。 

   また、当時の同僚に照会した結果、申立人の主張したとおりＡ株式会社

と株式会社Ｃに継続して勤務していたとの供述が得られたほか、申立人か

ら提出された預金通帳によると、申立期間前後の給与の振込元として、

「Ｅ」の名称で継続して振り込まれていること、及びその振り込まれてい

る金額が申立期間前後でほぼ一定の金額となっていることを踏まえると、

申立人は、Ａ株式会社と株式会社Ｃの両社において、勤務形態に変更無く



                      

  

継続して勤務していたと考えられる。 

   さらに、申立期間中にＡ株式会社で経理を担当していた同僚によると、

「当時の資料は残ってはいないが、申立人の給与から保険料を控除してい

たことは間違いないと思う。ただ、保険料の納付については分からない。

当時のＡ株式会社は、倒産、事業譲渡などで会社自体がかなり不安定で保

険料の納付や手続については混乱していたのではないか。」と回答してい

る。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたと認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社に係る

健康保険厚生年金保険被保険者名簿における昭和 55 年７月の記録から、

24万円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付の義務の履行について、

事業主は当時の資料等が無いため、保険料を納付したか否かについては不

明であるとしているが、事業主が資格喪失日を昭和 55 年９月１日と届け

出たにもかかわらず、社会保険事務所（当時）がこれを同年８月 31 日と

誤って記録することは考え難いことから、事業主が同日を資格喪失日とし

て届け、その結果、社会保険事務所は申立人に係る同年８月の保険料につ

いて納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったも

のの、その後に納付されるべき保険料を充当した場合又は保険料を還付し

た場合を含む。）、事業主は申立期間に係る保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3733 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ株式会社における資格取得日は昭和 48 年９月１日、資格喪

失日は 49 年６月 12 日であると認められることから、申立人の申立期間に

係る厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正する

ことが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、７万 6,000 円とすることが

妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 48 年９月１日から 49 年６月 12 日まで 

昭和 48 年９月１日から 49 年６月 12 日までＢ地にあったＣ店の隣の

ビルの地下１階にあったＤ店というＡ株式会社が経営していたＥ店でＦ

として勤務していたが、社会保険庁（当時）の記録によると厚生年金保

険の加入記録が無い。 

納得できないので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認

めてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録により、申立人が申立期間においてＡ株式会社

に継続して勤務していたことが認められる。 

また、申立人の雇用保険被保険者記録があるＡ株式会社に係る健康保険

厚生年金保険被保険者名簿によると、厚生年金保険番号の冒頭４桁が申立

人の「＊」に対して「＊」となっているものの、申立人と生年月日が同じ

で同姓同名（Ｇ姓からＨ姓への氏名変更も一致）の被保険者による申立期

間と同期間の記録が確認できる上、同僚からも同社が経営していたＥ店に

申立人が勤務していたとする供述が得られたことから、当該記録は申立人

の被保険者記録と認められる。 

これらを総合的に判断すると、申立人が昭和 48 年９月１日に被保険者

資格を取得した旨の届出及び 49 年６月 12 日に被保険者資格を喪失した旨



                      

  

の届出を事業主が社会保険事務所（当時）に行ったことが認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、今回統合する同被保険者名

簿の記録により、昭和 48 年９月から 49 年５月までの期間は７万 6,000 円

とすることが妥当である。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 3404 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 45 年 11 月から 48 年 11 月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 45 年 11 月から 48 年 11 月まで 

    昭和 45 年 11 月ころ、Ａ市で実母が国民年金の加入手続をした。保険

料は義母が納付していたと思うが、実家が売却され解体時に書類等紛失

してしまい、手元に何も残っていないので詳しいことは分からない。未

納となっていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、その義母が申立期間の国民年金保険料を納付してくれていた

としているが、申立期間当時、Ａ市では印紙検認方式により保険料納付が

行われており、保険料納付には年金手帳が必要となるが、申立人はその義

母と同居しておらず、年金手帳を義母に渡した覚えも無いとするなど、申

立人から保険料納付についての具体的な事情を聞くことはできなかった。 

また、申立期間の国民年金保険料納付について、保険料を納付してくれ

ていたとするその義母は既に他界しており、納付状況は不明である上、申

立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書

等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3405 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 56 年４月から 57 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 33 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 56 年４月から 57 年３月まで 

    申立期間当時は仕事を辞め、Ａ校に通っていたので、父が国民年金の

加入手続や国民年金保険料の納付をしてくれていたと思う。申立期間

について、未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間に係る国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納

付はその父親が行っていたと申し立てているが、申立人自身は保険料の納

付に関与しておらず、保険料を納付していたとする父親は既に他界してい

ることから、国民年金の加入及び保険料の納付状況等が不明である。 

   また、申立期間当時、申立人が住民登録をしていたＢ市（現在は、Ｃ

市）及びＤ市では、当時納付書による国民年金保険料の収納を行っていた

としており、申立期間について国民年金の加入手続をした場合、申立人の

住所地に納付書が送られていたものと推認されることから、Ｅ町に在住し

ていた申立人の父親が保険料を納付していたとは考え難い上、申立人は、

申立期間当時、納付書が送られてきた記憶が無いとしている。 

   さらに、申立人は、平成３年６月１日に国民年金被保険者資格を取得し

ており、申立期間は国民年金に未加入のため、制度上国民年金保険料を納

付することができない上、申立人の国民年金手帳記号番号は３年７月ころ

に払い出されており、申立期間当時、別の国民年金手帳記号番号が払い出

されたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3406 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 62 年３月、平成元年 11 月から２年１月までの期間、２年

６月から同年８月までの期間、３年 12 月、10 年１月から同年３月までの

期間、10 年８月から 11 年１月までの期間及び 11 年４月の国民年金保険

料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 36 年生 

住    所 ： 

    

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 62 年３月 

             ② 平成元年 11 月から２年１月まで 

             ③ 平成２年６月から同年８月まで 

             ④ 平成３年 12 月 

             ⑤ 平成 10 年１月から同年３月まで 

             ⑥ 平成 10 年８月から 11 年１月まで 

             ⑦ 平成 11 年４月 

    私は、Ａ区に住んでいた時に同区国民年金課から申立期間①から③ま

での国民年金保険料を納付するよう言われたので、同区に依頼し月１

万円くらいに分割した納付書を発行してもらい納付し、会社では厚生

年金保険料を差し引かれた。Ｂ市に移動しても国民年金に加入し保険

料を納付した。申立期間が未納になっていることに納得できない上、

重複して納付している保険料の還付を要望する。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料の納付について、国民年金保険料

と厚生年金保険料を重複して納付したとする期間から保険料を２重に納付

したとして厚生年金保険の期間を除いた期間に変更し、加入手続はしてい

ないが、家や会社の近くの銀行で保険料を納付し、Ｂ市に来てからは市役

所や金融機関に行った記憶は無いとするなど、保険料の納付状況等につい

て、申立内容が不自然であり、申立人が、申立期間の保険料を納付したこ

とを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付



 

  

したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   また、申立人は、申立期間①から③までの国民年金保険料について、平

成２年９月から、記憶に無いが３年中に発行してもらった 10 枚前後の１

枚１万円の納付書により納付したと主張しているが、２年９月時点で申立

期間①の保険料は時効により納付できず、申立期間②及び③は未加入期間

であるため、過年度納付も制度上できない上、申立期間①から③までの保

険料を合計すると５万 6,600 円であり、１万円の納付書を 10 枚前後発行

されたとする申立人の主張は不自然である。 

   さらに、申立人は、申立期間①から③までの国民年金保険料をＡ区で納

付し、Ｂ市に移ってからも、同市から申立期間①から③までの保険料が未

納になっているので納付するよう言われ、時期は覚えていないがまとめて

納付したので、重複して納付した申立期間①から③までの保険料の還付を

主張しているが、申立人がＡ区で保険料を納付した形跡は無く、Ｂ市にお

いてもＢ市に移転した時点において、申立期間①から③までの保険料は時

効により納付できないため、Ａ区及びＢ市において、重複して保険料を納

付した事情が見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 3408 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 50 年８月から 54 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 30 年生 

住    所 ： 

    

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 50 年８月から 54 年３月まで 

    私の父母は、私たち姉妹の国民年金について、将来受給できる年金額

が少しでも多く受給できるようにと、20 歳から国民年金に加入し、国

民年金保険料を納付してくれた。今回、ねんきん特別便で申立期間が未

納期間になっていることが分かった。母が保険料を納付してくれたので、

申立期間が未納となっていることに納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人の母が国民年金の加入手続及び国民年金保険料を納付

したと主張しているが、申立期間当時、国民年金に加入していた可能性に

ついて、国民年金手帳記号番号払出検索システム及び氏名検索などにより

調査したが、申立人が加入手続を行った形跡はうかがわれず、申立人もＡ

市から移動していないため、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出され

た昭和 54 年６月２日以外に国民年金手帳記号番号が払い出された事情が

見当たらない上、当該時点で、申立期間のうち、50 年＊月から 52 年３月

までの保険料は時効により納付できず、申立人及びその母は、過年度納付

などにより保険料をまとめて納付した記憶は無いとしている。 

   また、申立人は、申立人の母が、申立人の姉妹二人についても国民年金

の加入手続を行い、20 歳から国民年金保険料を納付してくれたと主張し

ているが、その姉妹の加入手続は、20 歳から４、５年後となっており、

20 歳からの保険料も未納になっているなど、申立人の主張に齟齬
そ ご

が見ら

れる上、保険料を納付したとするその母は、納付書の形式や納付場所を覚

えていないなど、納付状況が曖昧
あいまい

である。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連



 

  

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3409 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 50 年４月から 51 年 10 月までの期間及び 53 年 12 月から

54 年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 29 年生 

住    所 ： 

    

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 50 年４月から 51 年 10 月まで 

             ② 昭和 53 年 12 月から 54 年３月まで 

    私は、Ａ社を辞めた時に、母が、私の国民健康保険と国民年金の加入

手続をしてくれたと聞いている。今回、ねんきん特別便が来て未加入

期間があることが分かった。申立期間が未加入期間となっていること

に納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人の母が国民年金の加入手続をしてくれて、国民年金保

険料を納付してくれたと主張しているが、その母は他界しており、国民年

金の加入や保険料の納付状況が不明である。 

また、申立人が申立期間当時、国民年金に加入していた可能性につ

いて、国民年金手帳記号番号払出検索システム及び氏名検索などにより調

査したが、申立人が加入手続を行った形跡はうかがわれず、申立人もＢ市

（現在は、Ｃ市）から移動していないため、国民年金手帳記号番号が払い

出された昭和 55 年７月以外に国民年金手帳記号番号が払い出された事情

が見当たらず、当該時点で申立期間①の国民年金保険料は時効により納付

できない上、申立期間①及び②は未加入期間であるため、制度上も納付で

きない。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3410 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 61 年 10 月から同年 12 月までの期間及び平成元年 12 月の

国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 38 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 61 年 10 月から同年 12 月まで 

             ② 平成元年 12 月 

昭和 61 年 10 月に離職をして厚生年金保険を抜けたときにＡ区役所に

行き、国民年金の加入手続をして保険料を納付した記憶があり、再就職

し、再び厚生年金保険に加入した 62 年１月には転居先のＢ区役所に脱

退の手続をしに行ったことも覚えている。 

平成元年 12 月にも同区役所で加入手続をしたと思うが、どちらの期

間も未加入期間となっていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間①及び②について、離職・就職に伴い国民年金の手

続をして保険料も納付したとしているが、国民年金の加入や資格喪失手続

のときに提示が必要な年金手帳を持参したかどうかや保険料の納付方法、

納付した保険料額を覚えていないなど加入手続及び保険料納付に関する記

憶が曖昧
あいまい

である。 

また、申立人が現在所持している年金手帳には厚生年金保険の被保険者

記号番号のみ記載され、国民年金の手帳記号番号は記載されておらず、申

立人も当該年金手帳のほかに交付された手帳は無いとしている上、申立人

に国民年金手帳記号番号が払い出された形跡もうかがわれないことから、

申立期間は未加入期間であり、制度上保険料を納付できない。 

さらに、申立人が、申立期間①及び②の国民年金保険料を納付したこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付し

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3411 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 48 年４月から 60 年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 48 年４月から 60 年９月まで 

昭和 50 年か 51 年ころ、国民年金への加入勧奨のはがきが数回届いた

ので、加入すると返信したところ、20 歳までさかのぼった納付書がＡ

地の団地に届いた。保険料を１回では納付することができないので、分

割して納付できるようにしてもらい納付書により金融機関で納付した。

交付された国民年金手帳は青色のような色合いのもので、納付したこと

を示す印を押すページがあり、そこに領収書を挟んで保管していたのを、

その後に今持っている手帳が届いたので捨ててしまった。 

申立期間が未納とされていることには納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 50 年か 51 年ころ国民年金の加入勧奨のはがきが届いた

ので加入手続をし、20 歳までさかのぼった納付書がＡ地の団地に届き、

そのときに交付された国民年金手帳は青色のような色合いのもので、納付

したことを示す印を押すページに領収書を挟んでいたとしているが、申立

人がＡ地に転居したのは 52 年 10 月であることが戸籍の附票により確認で

きる上、申立人が加入したとする当時に使用されていた国民年金手帳は印

紙検認記録欄が無いオレンジ色のものであり、申立人の申述に齟齬
そ ご

がみら

れる。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、前後の国民年金手帳記号番号

の払出状況から昭和 62 年 10 月ころ払い出されたと推認でき、払出時点か

らすると申立期間は時効により保険料を納付できず、別の国民年金手帳記

号番号が払い出された形跡もうかがえない上、申立人が申立期間の国民年



 

  

金保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、

ほかに保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

さらに、Ｂ区では、昭和 50 年及び 51 年には加入勧奨は行っておらず、

62 年に 24 歳と 34 歳の国民年金未加入者を対象に郵便による加入勧奨を

行っていたとしており、申立人は、国民年金手帳記号番号が払い出された

62 年に 34 歳で加入勧奨の対象者に該当していること、及び 60 年 10 月か

ら 61 年３月までの保険料は過年度納付されており、加入手続時にさかの

ぼって納付したとする申述と符合していることから、申立人は、このこと

と混同している可能性も否定できない。 

加えて、申立事案の口頭意見陳述においても、国民年金保険料の納付状

況について、当初の申立以上に具体的な申述が得られなかった。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3412 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 55 年４月から 57 年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 30 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 55 年４月から 57 年６月まで 

年金に未加入であることを心配した母の勧めで、私が昭和 57 年４月

ころＡ区役所で加入手続をし、２年前までさかのぼって保険料を納付す

ることにした。そのとき、手帳と複数の納付書をもらった覚えがある。

このときにもらった納付書の保険料は母が出してくれ、それ以後は自分

で納付書を使って銀行で納付した。母が負担してくれた申立期間の保険

料の合計は 14 万 5,000 円くらいと記憶している。初めのころに私が納

付した保険料の金額は覚えていないが、１か月ごとに納付できる様式の

納付書で毎月納付したと思う。 

申立期間が未納とされていることには納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金の加入手続をしたときに過年度の保険料を納付して

以降、現年度の保険料は毎月納付したとし、申立期間の保険料の合計は

14 万 5,000 円くらいとしているが、Ａ区では、毎月納付ができるような

納付書になったのは、昭和 58 年度からであるとしており、申立人の申述

と符合しない上、申立期間の納付に必要な保険料額にも一致しない。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 59 年９月 27 日に払い出さ

れていることが払出簿で確認でき、この時点からすると申立期間は時効に

より納付できない上、申立人は、現在所持している年金手帳以外に交付さ

れた手帳は無いとしており、別の国民年金手帳記号番号が払い出された形

跡もうかがえない。 

さらに、申立人は、国民年金手帳記号番号の払出時点においてさかのぼ

って納付できる最大限の期間である昭和 57 年７月から 59 年３月までの期



 

  

間について４回に分けて過年度納付していることがオンライン記録により

確認でき、申立期間の納付をこの過年度納付と混同している可能性も否定

できない。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付していたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3414 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 44 年 10 月から 49 年 12 月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 44 年 10 月から 49 年 12 月まで 

結婚した昭和 48 年２月ころ市役所から加入勧奨通知が届き、義父母

にも国民年金の加入を勧められた。夫が市役所に出向き私の加入手続を

してくれた。そのときに夫の顔見知りの職員に「20 歳から払ってもい

くらでもないから納めてしまった方がいい」と言われ、必要な保険料額

を計算してもらって、現金で一括納付した。その後は集金に来ていた婦

人会の集金人に義母が夫と私の分を含め家族分の国民健康保険と国民年

金を納付していた。 

申立期間の保険料が未納となっていることに納得がいかない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、結婚した昭和 48 年２月ころ市役所から国民年金加入勧奨通

知が届いたので、その夫が市役所に出向き加入手続をして、そのときに

20 歳までさかのぼって国民年金保険料を一括納付し、その後は申立人の

義母に保険料を納付してもらったとしているが、Ａ市では 48 年ころ郵便

物による個別の加入勧奨を行っていなかったとしている上、申立人の現年

度保険料を納付していたとする義母は高齢のため直接事情を聞くことがで

きず、保険料納付に関する状況も不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 52 年２月ころ払い出され、

申立人は、その後の同年３月に 50 年１月から 51 年３月までの国民年金保

険料を過年度納付していることが特殊台帳から確認できること、及び申立

人の夫の顔見知りの職員が初めて国民年金担当部署に配属されたのは 51

年からであることがＡ市の人事記録により確認できることから、申立人は、

52 年当時のことと混同している可能性も否定できない。 



 

  

さらに、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出された時点では、申立

期間は時効により保険料は納付できず、別の国民年金手帳記号番号が払い

出されていた事情はうかがわれない上、申立人が申立期間の国民年金保険

料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほか

に納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3419 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 53 年６月から平成４年７月までの国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 53 年６月から平成４年７月まで 

会社退職後の昭和 52 年６月ころ、Ａ市役所で国民年金への任意加入

手続を行い、その後、定期的に夫婦二人分の国民年金保険料を近くの銀

行で納付したり、集金に来た銀行員に納付を依頼したりしていた。申立

期間の保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、会社退職後の昭和 52 年６月ころ、Ａ市役所で国民年金への

任意加入手続を行い、その後、定期的に夫婦二人分の国民年金保険料を近

くの銀行で納付したり、集金に来た銀行員に納付を依頼したりしていたと

申述しているが、申立期間当時の夫婦二人分の保険料額や１か月分ごとか

３か月分ごとに納付したなどの具体的な供述が得られないことから、納付

状況が不明である。 

また、国民年金被保険者台帳（旧台帳）、Ａ市の国民年金記録表及びオ

ンライン記録によると、申立期間当初の昭和 53 年６月５日付けで国民年

金任意加入被保険者資格を喪失したとする記録があることから、申立期間

は制度上国民年金保険料を納付することができない期間である。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3423（事案 2107 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 41 年４月から 46 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 41 年４月から 46 年３月まで 

    申立期間の国民年金保険料は、Ａ国から帰国した後、昭和 48 年３月

ころにＢ市役所で住民票等の手続をした際に、市の職員から国民年金に

加入して過去の未納分を納付するように指導されたので、それまで未納

となっていた過去 10 年分の保険料を特例納付により納付したはずであ

る。申立期間の保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについては、当該期間の国民年金保険料を特例納

付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、既に記録さ

れている特例納付分しか確認できないなどとして、既に当委員会の決定に

基づく平成 21 年７月 22 日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が

行われている。 

   また、申立人は昭和 36 年４月から 46 年３月までの 10 年間分を１回で

特例納付したと主張しているが、国民年金被保険者台帳（旧台帳）によれ

ば、36 年４月から 40 年３月までの期間を第２回特例納付により納付し、

引き続く 40 年４月から 41 年３月までの期間を第３回特例納付により納付

したことが確認できる。このことから、第３回特例納付で国民年金保険料

を納付した昭和 55 年６月の時点では、40 年４月から 41 年３月までの期

間の保険料は未納であったと考えられ、申立人の主張と相違するところ、

行政側の記録を疑わせる特段の事情は見当たらない。 

申立人は、保険料納付を示す根拠として新たに親族を証人として申し立

てているが、その親族からは申立人が申立期間の保険料を特例納付したこ

とを推認できる具体的な証言が得られず、その他に委員会の当初の決定を

変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人は、申立期間の国

民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3427 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 60 年４月から 61 年 12 月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 37 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 60 年４月から 61 年 12 月まで  

申立期間については、私が就職してから国民年金に加入していないこ

とを知り、Ａ区役所Ｂ出張所で加入手続をし、過去にさかのぼって納付

したものである。なお、申立期間のうち数か月分の保険料（はっきりと

は覚えていないが８か月分くらいの保険料）については、時効により納

付できないと聞いたが、それ以外の国民年金については、Ｃ地のＤ銀行

(現在は、Ｅ銀行)で納付したはずであり、申立期間が未納となっている

ことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人は、Ａ区役所Ｂ出張所で国民年金の加入手続をし、過去にさかの

ぼって納付したとしているが、申立人の所持する国民年金手帳は、Ｆ区で

発行されたものであり、申立人には、このほかの国民年金手帳を所持して

いたとする記憶は無い。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出された平成元年１月から

同年２月ころの時点では、申立期間の国民年金保険料は時効により納付で

きない期間であり、その時点で、さかのぼって納付が可能であった限度の

昭和 62 年１月の保険料を過年度納付していることが確認できる上、別の

国民年金手帳記号番号が払い出されていた形跡はうかがえない。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに納付したことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3428 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成元年４月から３年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 43 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成元年４月から３年３月まで  

私は、申立期間のころ大学生であり、母が「学生でも国民年金保険料

を納付しなければならなくなった。」と言っていたのを覚えている。申

立期間の国民年金については、母が加入手続や保険料の納付を行ってい

たはずであり、申立期間が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人は、申立期間のころ大学生であり、申立人の国民年金保険料を納

付したとする母が「学生でも国民年金保険料を納付しなければならなくな

った。」と言っていたのを覚えているとしているが、大学生が強制加入被

保険者となったのは、申立期間直後の平成３年４月からであり、申立期間

は任意加入期間であったことから、申立内容と齟齬
そ ご

がある。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、平成５年９月から同年 10 月

までの間に払い出されており、その時点からすると申立期間は時効により

納付できない期間である。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3429 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 61 年１月から 62 年 12 月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 35 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 61 年１月から 62 年 12 月まで 

    私は、昭和 62 年 12 月にＡ試験に合格し、63 年７月にＡ登録をして

父の経営するＡ事務所でＢとして働き始めた。そのころにＣ組合の健

康保険に加入した後、63 年秋ころ国民年金に加入しようと思い、Ｄ市

役所へ手続に行った。その時、市職員から年金は 25 年掛けないともら

えないこと、また２年さかのぼって保険料を納付できることを聞き、

さかのぼって納付することとした。28 歳で加入手続したから 26 歳時点

からの納付になると思ったことや加入手続時に納付書を３枚もらい納

付したことを記憶しているので、申立期間の国民年金保険料が未納と

なっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 63 年秋ころＤ市役所で国民年金の加入手続をし、その

後、さかのぼった２年分の保険料を金融機関で納付したとしているが、申

立人の国民年金手帳記号番号は、平成２年３月ころ払い出されており、払

出時点からすると、申立期間は時効により納付できない期間であり、別の

手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらない。 

また、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料の納付をうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3430 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 62 年３月から平成元年３月までの国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 42 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 62 年３月から平成元年３月まで 

    私が 20 歳になった時、母がＡ区役所で国民年金の加入手続をしてく

れた。保険料についても、母が同区役所で納付してくれたはずなので、

申立期間が未加入となっているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人が 20 歳になった時、申立人の母が国民年金の加入手

続及び保険料納付を行ったと主張しているが、申立人の母は、保険料の納

付時期、納付金額等についての具体的な記憶が無い上、申立人自身は保険

料の納付に関与していないことから、国民年金の加入状況、保険料の納付

状況等が不明である。 

   また、申立期間は、オンライン記録では国民年金の未加入期間となって

おり、申立人が所持する年金手帳にも国民年金の被保険者期間である旨の

記載は無いことから、申立人は、申立期間の保険料を納付できなかったと

考えられる上、申立人の基礎年金番号は厚生年金保険の記号番号が付番さ

れており、申立人に国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たら

ない。 

   さらに、申立人の母が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3431 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 56 年６月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 36 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 56 年６月から 61 年３月まで 

私は、昭和 61 年３月に大学を卒業し、62 年４月にＡ市に転入すると

ともに、ＢとしてＣ院に就職した。 

Ａ市への転入手続の際に、同市役所で国民年金加入手続を行い、就職

したＣ院に勤務していた３年間に、これらの期間分の国民年金保険料と

ともに、20 歳から就職するまでの期間の保険料についても郵便局及び

金融機関で同時に納付していた。 

申立期間の国民年金保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 61 年３月に大学を卒業し、62 年４月にＡ市への転入手

続と同時に国民年金加入手続をし、20 歳から就職するまでの国民年金保

険料を 61 年４月からの保険料とともに過年度納付したとしているが、申

立人は申立期間当時学生で、国民年金には任意加入であり、また、申立人

の所持する年金手帳の「初めて被保険者となった日」には「昭和 61 年４

月１日」と記載されていることから、申立期間は未加入期間で、同市への

転入手続とともに国民年金加入手続を行った時点では、制度上さかのぼっ

て国民年金に加入し保険料を納付することはできない期間である。 

また、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3693 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 13 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨  

申 立 期 間  ： 昭和 42 年 11 月１日から 46 年３月１日まで 

昭和 41 年 10 月にＡ株式会社に入社して、その後社籍は会社の都合で

Ｂ株式会社、Ｃ株式会社へと変わったが、一貫してＤ部門で仕事をして

56 年３月に退職した。この間の、42 年 11 月から 46 年２月までの年金

記録が無いことが「ねんきん特別便」を受け取って判明したが、勤務は

ずっと継続していたので、調査して記録を回復してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンラインの記録では、申立人は、Ａ株式会社で昭和 42 年 11 月１日に

厚生年金保険被保険者資格を喪失し、46 年３月１日にＢ株式会社で被保

険者資格を再取得した後、Ｃ株式会社が厚生年金保険の適用事業所となっ

た 48 年８月１日に同社で被保険者資格を取得していることが確認され、

申立期間である 40 か月については厚生年金保険被保険者としての記録が

無い。 

一方、申立人の雇用保険の加入記録は、Ａ株式会社で厚生年金保険被保

険者資格を喪失した昭和 42 年 11 月１日から 56 年３月 25 日までの間、申

立期間を含めて、Ｃ株式会社における被保険者としての継続した記録が確

認できる上、Ａ株式会社における５人の同僚が、同社で 42 年 11 月１日に

厚生年金保険被保険者資格を喪失し、46 年３月１日にＢ株式会社で被保

険者資格を再取得した後、さらに 48 年８月１日にＣ株式会社で被保険者

資格を取得するまで、各事業所における被保険者期間が申立人と全く同一

であることがオンラインの記録で確認できるところ、そのうち４人の同僚

が、「厚生年金保険被保険者としての記録が無い 40 か月間についても、

申立人とともに継続して勤務していた。」と供述している。 



  

しかしながら、前述の同僚のうち３人は「事業所を確定できないが、厚

生年金保険に未加入の期間があったことは、在職中から知っていた。」と

しており、うち一人は「厚生年金保険への未加入が発覚したため遡及
そきゅう

して

加入したが、遡及
そきゅう

加入できなかった期間が残った。」と供述している。 

また、Ｂ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申立

人を含む36人について、昭和48年３月29日に、46年３月１日に遡及
そきゅう

した被

保険者資格取得届が提出された記録が確認できる。 

さらに、Ｂ株式会社及びＣ株式会社は、申立期間当時の資料を保管して

おらず、事情を知る社員も在職していないため当時の事情は不明としてい

る上、申立人は、給与明細書など保険料控除を確認できる資料を保管して

おらず、このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除につ

いて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 3695 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 27 年４月１日から 28 年４月１日まで 

    昭和 27 年４月１日にＡ社(現在は、株式会社Ｂ)に入社し、28 年３月

31 日まで勤務していたが、厚生年金保険の加入記録が無い。当該期間

を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 複数の同僚の供述により、期間の特定はできないものの、申立人が申

立期間当時、Ａ社に勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、同僚からは、１年間の試用期間（厚生年金保険に加入さ

せない期間）があったとの供述が得られた上、当該事業所に係る健康保険

厚生年金保険被保険者名簿によると、申立期間において申立人とともに勤

務していたとする同僚の記録はいずれも申立期間後の資格取得日となって

おり、申立人と同じころに退職したとする同僚には被保険者記録は確認で

きず、ほかに同僚から申立人の厚生年金保険料の控除等について供述が得

ることができない。 

なお、申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）には、申立事

業所における加入記録は無く、Ｃ株式会社（現在は、Ｄ株式会社）におい

て、申立期間後の昭和 28 年８月１日に被保険者資格を取得した記録から

であり、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿にも申立人の氏名

は無く、健康保険番号に欠番も無い。 

また、申立期間当時の事業主は既に他界し、株式会社Ｂでは、申立期間

当時の厚生年金保険適用等の関係書類は保存されておらず、申立人の保険

料控除等については不明としている上、申立人が申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていた事実を確認できる給与明細



  

書等の資料も無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の給与からの控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3696 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 大正８年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 24 年３月 23 日から同年 11 月１日まで 

    昭和 23 年３月からＡ株式会社に勤め、30 年まで継続して勤務してい

たが、申立期間に係る厚生年金保険被保険者記録が無い。 

当該期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

        （注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ株式会社（株式会社Ｂに商号変更、その後解散。）の申立期間当時の

事業主は所在が確認できないため照会することができず、最後の事業主は、

申立期間当時の厚生年金保険関係資料は無く、厚生年金保険手続に関して

は不明としている上、同僚からも、事業主による申立人の保険料の給与か

らの控除について供述を得られない。 

また、適用事業所名簿によると、Ａ株式会社は、昭和 24 年３月 23 日に

厚生年金保険の適用事業所でなくなり、同年 11 月１日に再度適用事業所

となっており、同記録は、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿

及びオンライン記録に記載の申立人が同社で被保険者資格を喪失した日及

び再度取得した日と一致する。 

なお、申立人の親族が、申立人が申立期間当時勤務していたとするＣ施

設については、適用事業所名簿に適用事業所としての記録が見当たらない。 

   さらに、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の給与からの控除



  

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3699 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 57 年 12 月 26 日から 58 年７月 25 日まで 

昭和 55 年 11 月から 58 年７月 25 日に転職するまで、Ａ院（現在は、

Ｂ院。以下「Ｃ院」という。）でパートのＤとして勤務した。Ｃ院では、

厚生年金保険加入についての話が無かったので、国民年金に加入してい

たが、平成７年か８年ごろにＥ社会保険事務所（当時）に厚生年金保険

加入期間を問い合わせたところ、Ｃ院で３年間の加入記録があると知ら

され、記録に加算されるとのことであった。  

Ｃ院勤務当時に納めた国民年金保険料は平成 11 年に還付・充当の通

知を受けたが、ねんきん特別便で厚生年金保険の加入期間を確認したと

ころ、Ｃ院での加入期間は 25 か月とあり、申立期間は国民年金加入期

間となっていた。Ｃ院では勤務形態に変化は無く、継続して勤務してい

たので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｃ院の経理担当者は、「当時の資料が残っていないため、申立人の厚生

年金保険加入状況及び保険料控除については不明だが、手持ちの職員一覧

表の記載から、申立人は、昭和 55 年 10 月 16 日から 58 年７月 20 日まで

在職していた。」と供述している。 

一方、Ｃ院に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記載から、申立

人が昭和 56 年３月 11 日付けの届出で 55 年 11 月１日にさかのぼって被保

険者資格を取得し、58 年１月 11 日付けの届出で 57 年 12 月 26 日に資格

を喪失し、申立人の健康保険証が返還されたことが確認できる。 

これについて、申立人は、Ｃ院勤務当時は、厚生年金保険加入の話が無

かったので、健康保険加入は申立人の夫の被扶養者となっていたとし、そ



  

の供述どおり、その夫が加入していた健康保険組合の被保険者記録により、

申立人が申立期間を含め、同院勤務期間中は夫の被扶養者であったことが

確認できる。 

これらのことから、申立人がＣ院において厚生年金保険被保険者資格を

さかのぼって取得したことを認識しないまま、夫の被扶養者となっていた

ことがうかがわれ、申立人がＣ院在職中に厚生年金保険被保険者資格を喪

失した事情については、当時の経理担当者は既に他界していることから確

認することができないものの、Ｃ院では、申立人がその夫の被扶養者とな

っていることが判明した時点で、申立人の被保険者資格を喪失させた可能

性は否定できない。 

また、同僚照会において、回答があった同僚はいずれも申立人の申立期

間に係る厚生年金保険加入状況等については不明としているほか、その供

述から、当時、Ｃ院では、勤務時間数によりパート職員の一部は厚生年金

保険に加入していなかったこと、常勤職員でも採用後、３か月程度の試用

期間があり、その間は厚生年金保険に加入していなかったことが認められ

る。 

さらに、事業主は、申立期間における申立人の厚生年金保険加入状況及

び保険料控除の有無について不明であるとしている上、申立人が申立期間

に厚生年金保険料を給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書

等の資料も無い。 

なお、申立人は、Ｃ院での厚生年金保険加入期間について、Ｅ社会保険

事務所に加入期間を照会した際、「Ｃ院での３年間の加入記録がある。こ

れを加算しても年金受給資格に１か月足りない。」と言われた記憶がある

とし、その時の記憶から、厚生年金保険及び国民年金の記録を統合する過

程で事務処理上の誤りがあったのではないかとも主張しているが、申立人

に係るオンライン記録は健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録と一致

しており、納付済みの国民年金保険料の還付・充当措置も適切に処理され

ていることが確認できる上、申立人の厚生年金保険加入期間はＣ院での

25 か月を含め、通算 179 か月（35 歳以降の厚生年金保険加入者の年金受

給資格である 180 か月の加入期間に１か月不足）であることから、「Ｃ院

での３年間の加入記録」というのは申立人の記憶違いであると考えられる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3701 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 41 年 12 月１日から 42 年３月１日まで 

                          ② 昭和 42 年８月１日から 46 年６月 29 日まで 

    申立期間①は株式会社Ａに、申立期間②はＢ株式会社Ｃ出張所に勤務

していたが、厚生年金保険加入記録が無い。両申立期間共に厚生年金保

険に加入していたはずなので、調査の上、被保険者であったことを認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、雇用保険の被保険者記録により、申立人は、

株式会社Ａに勤務していたことが認められる。 

しかしながら、株式会社Ａに照会したところ、同社が保管する厚生年

金保険関係記録簿において、申立人は、整理番号＊で昭和 34 年８月 11

日資格取得、41 年 12 月１日資格喪失と記載されているとともに、整理

番号＊で 42 年３月１日資格取得、同年８月１日資格喪失と記載されて

おり、申立期間①は厚生年金保険加入の記録が無いと回答している。 

また、株式会社Ａに係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿（マイク

ロ原票）の記録は、同社が保管する申立人の厚生年金保険加入の記録と

一致しており、申立人の健康保険証も当該記録に対応して昭和 42 年１

月 21 日と同年８月 15 日の２回返却されたことが確認できる。 

さらに、当時の同僚に照会したところ、複数の者は申立人を覚えてい

るものの、当時の状況については知らないとしており、申立内容につい

て確認できる供述等は得られなかった。 

  

２ 申立期間②については、申立人は、Ｂ株式会社Ｃ出張所に勤務し、厚



  

生年金保険に加入していたはずであると主張しているが、Ｂ株式会社に

照会したところ、同社の人事記録において申立人の氏名は確認できない

としている上、同社Ｃ出張所が厚生年金保険の適用事業所であったのは

昭和 34 年 12 月 21 日から 37 年 10 月 31 日までであったと回答している

ところ、健康保険厚生年金保険適用事業所名簿によると、同社Ｃ出張所

の厚生年金保険の適用事業所の期間は 34 年 12 月 21 日から 37 年 10 月

31 日となっていることが確認できる。 

また、同社Ｃ出張所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿（マイ

クロ原票）には申立人の氏名が無い上、申立期間②に係る雇用保険被保

険者記録も存在しない。 

さらに、申立人が記憶している同僚は同社Ｃ出張所に係る健康保険厚

生年金保険被保険者名簿に氏名が見当たらず、同社Ｃ出張所に係る厚生

年金保険被保険者名簿から同僚５人を抽出して照会したが、申立人につ

いて記憶している者がいなかった。 

 

３ このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

４ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を各事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3703 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 38 年生 

住        所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 58 年 12 月から 59 年５月まで 

私は、申立期間において、当時、Ａ地にあった株式会社ＢでＣをして

勤務していた。平成元年 11 月１日に有限会社Ｄの厚生年金保険の被保

険者になった時に、前の会社の株式会社Ｂで加入していた年金手帳を提

出したような記憶がある。しかし、この間は社会保険庁（当時）の記録

によると、厚生年金保険の被保険者期間になっていない。申立期間を厚

生年金保険の被保険者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の雇用保険の加入記録及び申立人が名前を挙げた事業主と取締役

部長の名前が商業登記簿謄本の記録と一致することから、申立人は、申立

期間に株式会社Ｂに勤務していたことが認められる。 

しかし、株式会社Ｂの当時の事業主は既に死亡しており、当該会社が適

用事業所であったか否か確認が取れないが、当時取締役であった事業主の

妻は、「私は、名目だけの取締役で会社の経営には携わっていなかったが、

会社は適用事業所になったことはない。」と供述している上、オンライン

記録において、当該事業所が厚生年金保険の適用事業所であった記録は確

認できない。 

また、申立人は、「同僚は８人ぐらいいたが、同僚の名前は全く覚えて

いない。」と供述しており、同僚から情報を得ることができない。 

さらに、申立人は、申立期間に株式会社Ｂで勤務していたことの記憶は

あるが、当該会社が適用事業所であったか否か、厚生年金保険料が給与か

ら控除されていたか否かの記憶が無い。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認



  

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 3720 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 26 年７月１日から 27 年６月９日まで 

    年金記録を確認した際、Ａ株式会社に勤務した期間も脱退手当金が支

給されたことになっていることが分かった。Ｂ株式会社の勤務期間は脱

退手当金を請求したが、Ａ株式会社に勤務した期間は請求していない。

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ｂ株式会社を退職後、脱退手当金を受給したことを認めてい

るが、脱退手当金を受給する場合、過去のすべての厚生年金保険被保険者

期間をその計算の基礎とするものであるところ、申立人の厚生年金保険被

保険者台帳（旧台帳）の保険給付欄には、申立期間を含む昭和 26 年７月

１日から 31 年６月９日までの被保険者期間について脱退手当金の支給を

示す記載がある上、Ｂ株式会社に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日の

約４か月後の 31 年９月 29 日に支給決定されているなど、一連の事務処理

に不自然さはうかがえない。 

また、申立人の厚生年金保険被保険者期間の被保険者記号番号は、脱退

手当金を受給したとする期間とその前の申立期間である被保険者期間は同

一番号で管理されているにもかかわらず、脱退手当金受給後の被保険者期

間は別の番号になっており、脱退手当金を受給したために番号が異なって

いるものと考えるのが自然である。 

なお、Ｂ株式会社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿に記載されてい

る女性のうち、申立人と同様に同社の前に別の事業所において被保険者期

間のある４人全員が、当該被保険者期間も併せて脱退手当金が支給されて



  

いることが確認できる。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに、脱退

手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3721 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

住    所 ： 

              

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 47 年４月１日から 50 年 11 月１日まで 

             ② 昭和 51 年１月 26 日から 52 年２月１日まで 

 私は、申立期間①当時は、Ａ地にあったＢ株式会社、申立期間②当

時は、Ｃ地にあったＤのＥ株式会社（現在は、Ｆ株式会社）に勤務し、

いずれも事務をしていた。昭和 52 年２月１日にＥ株式会社を退職して

しばらくした 52 年５月４日に、最初に勤務したＢ株式会社勤務分の厚

生年金保険と合わせて旧姓のＧ名で一時金を受け取ったことになってい

た。 

当時は結婚してＨ姓になっていたはずで、受給した記憶が全く無いの

で、納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に勤務していたＥ株式会社に係る健康保険厚生年金保険事業所

別被保険者名簿における申立人の欄には脱退手当金を支給したことを示す

「脱」のマークが記載されていることが確認できる上、申立期間の脱退手

当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立人の厚生年金保険被保険者資

格喪失日から約３か月後の昭和 52 年５月４日に支給決定されており、一

連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人は、旧姓のＧ名で脱退手当金を受給しているのはおかしい

としているところ、厚生年金手帳記号番号払出簿には当時のＥ株式会社在

職中の昭和 51 年４月＊日にＩに氏名変更している記載があり、当該事業

所に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿及び労働者名簿には

当初から申立人の氏名はＩ名で記載されており、当時の失業保険被保険者

証も氏名変更（「51 年２月＊日氏名・ふりがな改訂」の押印あり）され



  

ており、旧姓で脱退手当金を受給したという事実が認められない。 

このほか、申立人が脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事

情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3723 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額の記録について

は、訂正を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 24 年生 

住    所 ： 

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 平成７年８月１日から８年３月 31 日まで 

    私の厚生年金保険について、平成 21 年にＡ社会保険事務所（当時）

の職員から、株式会社Ｂにおける７年８月から８年２月までの期間の標

準報酬月額が引き下げられていることを知らされたが、その当時同社か

らの給与は従前のとおり受け取っており、標準報酬月額が引き下げられ

たのは知らなかった。申立期間の私の標準報酬月額は 53 万円であった

と思われるので、正しい金額に記録を訂正してほしい。なお、同社はＣ

であり、私は同社Ｄ及びＥとして勤務し、同社取締役にも就任していた

が、名前だけであり、経営には全く関与してはいなかった。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録によると、申立人が取締役として勤務していた株式会社

Ｂが厚生年金保険の適用事業所ではなくなった平成８年３月 31 日より後

の同年４月８日に、申立人の７年８月から８年２月までの標準報酬月額が、

53 万円から９万 2,000 円に訂正処理されていることが確認できる。 

   また、元事業主によると、当時、保険料を滞納していたため、社会保険

事務所（当時）から申立人を含む取締役６人の標準報酬月額を減額訂正す

る旨の届出書を提出するよう指導を受けたと供述しており、オンライン記

録において、当該事業所の閉鎖登記簿謄本で当時取締役であったことが確

認できる者のうち、ほか５人の標準報酬月額が同様に訂正処理されている

ことが確認できる。 

   これらのことから、事業主は、滞納保険料を減額するため、社会保険事

務所の不適切な指導に基づき虚偽の届出を行ったものと推認され、その結

果、社会保険事務所において事実と異なる処理が行われたことが明らかで



  

あり、かかる処理を行う合理的な理由は見当たらないことから、有効な記

録訂正があったとは認められない。 

   しかしながら、元事業主は「申立期間当時の代表者は夫であったが、申

立期間の標準報酬月額の訂正については、当時の取締役会で、申立人を含

む各取締役の同意を得てその手続を行ったことを当時の計理士から聞い

た。」と供述しており、申立人は、申立期間の標準報酬月額の訂正処理に

ついては、当時、同意していたものと推認できる。また、その補完資料と

して元事業主から提出のあった平成８年４月 15 日付けの同事業所の取締

役会議事録写しにおいて、決定事項の一つとして「厚生年金保険料の遡及
そきゅう

分については、18 か月分割で会社から各役員に戻す。」との記述が確認

でき、申立人を含む取締役７人の署名及び押印が確認できる。 

   これらの事情を総合的に判断すると、当該事業所において取締役であっ

た申立人が自らの記録訂正処理に同意しながら、この処理が有効なもので

はないと主張することは信義則上許されず、申立期間について、厚生年金

保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3725 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張

する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 24 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 49 年２月から 52 年６月まで 

    株式会社ＡからＢ株式会社に転籍した昭和 49 年２月の標準報酬月額

が、転籍前と比して５万円も減額されており、改ざんの疑いのある標準

報酬月額が 52 年６月まで続いている。事業所は、転籍に当たり給与等

については変更しないとの約束であった。 

調査の上、本来の標準報酬月額に戻してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の直前は株式会社Ａに在籍し、転籍前の昭和 49 年

１月の標準報酬月額が 12 万 6,000 円であったが、当該事業所の一部が分

離独立して発足したＢ株式会社に同年２月に転籍し、申立人の勤務場所及

び業務内容に変更は無く、給与等について転籍に係る変更は行わない約束

であったが、転籍後の標準報酬月額は健康保険厚生年金保険被保険者名簿

によると、著しく減額された記録となっていると主張している。 

   しかしながら、株式会社Ａ及びＢ株式会社に係る健康保険厚生年金保険

被保険者名簿において、申立人と同時期に両社間で記録がある同僚８人の

標準報酬月額の記録は、３人が転籍前より減額となっており、５人が増額

となっているところ、複数の同僚から問題ない旨の供述が得られている上、

元事業主は、「転籍にあたり、総務部として当然、査定をしていると思

う。」と供述している。 

   また、Ｂ株式会社は平成 10 年６月 13 日に、株式会社Ａは昭和 61 年８

月 30 日に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、当時のＢ株式会

社の事業主は、申立期間に係る給与額や厚生年金保険料の控除額が分かる



  

賃金台帳等の資料を保有していないことから、申立人の申立期間の標準報

酬月額及び保険料控除について確認ができないとしている。 

   さらに、Ｂ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を確認し

ても、申立人の標準報酬月額等の記載内容に不備は無く、オンライン記録

とも一致しており、また、さかのぼって標準報酬月額の訂正が行われた形

跡もみられない。 

   加えて、申立人が申立期間において、事業主により給与から厚生年金保

険料を控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはでき

ない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3726 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 28 年４月１日から 31 年４月１日まで 

        昭和 28 年４月に姉の紹介でＡ基地のＢとして入職した。Ｃ事務所に

Ｄを行い、給与は事務所の人事課から支給されたのを記憶している。同

じ職種のＥは厚生年金保険が支給されていると聞いている。厚生年金保

険被保険者記録が漏れているのは納得できない。調査して被保険者記録

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間について、Ｆ町（現在は、Ｇ市）のＡ基地内のＨの

Ｂとして、勤務していたとしている。 

しかしながら、申立期間当時、厚生省保険局長通知「連合国軍要員のう

ち非軍事的業務に使用されるに至った者の被保険者資格について」（昭和

26 年７月３日付け保発第 51 号）において、同基地の宿舎施設等の非軍事

的業務に使用される者は、厚生年金保険の強制被保険者とならないことと

されており、申立期間について申立人は、基地内のＢとして勤務していた

と主張していることから、同通知に基づき厚生年金保険は加入させていな

かったものとうかがえる。 

また、当時、同じ職種の同僚によると「昭和 25 年７月から 28 年までの

３年間はＩとして勤務していたが厚生年金保険には加入しておらず、28

年 12 月に事務の仕事に携わってから厚生年金保険に加入した。」と供述

している。 

さらに、オンライン記録から申立期間において申立人がほかの事業所に

適用された事実は確認できない上、当該事業所に係る健康保険厚生年金保

険被保険者名簿において、申立期間に被保険者とされている複数の同僚に



  

申立人の勤務実態及び厚生年金保険の適用の有無について照会したが、関

連資料及び供述を得ることができなかった。 

加えて、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

このほか､申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3728 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 38 年４月１日から 40 年４月１日まで 

厚生年金保険の記録を確認したところ、Ａ所（現在は、Ｂ所）にＣと

して勤務していた期間のうち、昭和 38 年４月から 40 年３月までの期間

について被保険者記録が無かったが、高校を卒業して、すぐに同所で勤

務したので記録が無いのはおかしい。調査と記録の訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ所（整理記号：＊）に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票で、同

所が厚生年金保険の適用事業所となった昭和 38 年４月１日以降、同所に

おいて厚生年金保険の被保険者資格を取得した者を確認したところ、40

年４月１日より前に申立人が資格を取得した記録は無く、オンライン記録

と一致しているほか、申立人が同僚として名前を挙げた者の氏名も確認で

きなかった。 

また、事業所名検索をしたところ、「Ａ所（整理記号：＊）」のほかに、

「Ａ所（整理記号：＊）」が確認できたが、「Ａ所（整理記号：＊）」は

昭和 34 年２月 23 日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、こ

のほかにＡ所という名称の適用事業所は確認できない。 

さらに、申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳記号番号払出簿により、

申立人の厚生年金保険手帳記号番号（＊）は、昭和 40 年５月６日に払い

出され、Ａ所（整理記号：＊）における資格取得日は、同年４月１日であ

ることが確認できる。 

加えて、Ｂ所は、申立人に係る人事記録等の資料を保管していないため、

申立人が申立期間にＡ所に勤務していたかについては不明としている。 

なお、申立人が事業主により給与から申立期間に係る厚生年金保険料を



  

控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が、厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3730 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 24 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 44 年９月 26 日から 45 年２月１日まで 

             ② 昭和 47 年４月１日から同年 12 月 31 日まで 

申立期間①について、昭和 44 年４月１日にＡ株式会社Ｂ施設にＣと

して入社し、同年９月 26 日まで勤務した。その後、同じ会社が経営す

るＤ地のＥ施設に転職したが、転職後から 45 年２月１日までの厚生年

金保険被保険者としての記録が無い。この間について、厚生年金保険の

被保険者としての記録があると思うので被保険者期間として認めてほし

い。 

申立期間②について、昭和 47 年４月１日から同年 12 月 31 日まで、

Ｆ地の「Ｇ」に勤務した。「Ｇ」は当時株式会社（本社はＨ地）であっ

たので、厚生年金保険・健康保険とも加入し、保険料も引かれていたと

思う。確認できる資料は無いが、当該期間を厚生年金保険の被保険者期

間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、複数の同僚の供述から、期間の特定はできない

ものの申立人が株式会社ＡのＥ施設に勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、当時社会保険事務手続をしていた上司は、「Ｂ施設か

ら来たとは知らなかった。Ｉをあっせんする会の紹介で来たと思う。Ｂ

施設から転勤で来たのであれば、異動なので、空白の期間は無いはずで

ある。」と述べているとともに、当時を知る事業主関係者は「Ｉについ

ては、Ｉをあっせんする会があり、そこから紹介されてきた人について

は、様子見という見習いの期間があり、半年ほど年金の記録が無いのも

当時としては不思議ではない。」と述べている。 



  

また、申立人も「Ｂ施設の退職では、あるいきさつがあったため

「Ｊ」というＩをあっせんする会に加入していた先輩の紹介でＥ施設に

入った。転勤ではない。」と述べていることから、申立人は、当該Ｊに

所属していた先輩を介し、株式会社ＡのＢ施設とは関わりなく同社のＥ

施設へ入社したと推認される。 

さらに、申立期間①に係る厚生年金保険料の控除及び納付について、

事業主は、当時の関係者が現在、在籍しておらず、書類も保存していな

いため不明としている。 

加えて、申立人が申立期間①において厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料も無い。 

 

２ 申立期間②について、複数の同僚の供述から、期間の特定はできない

ものの申立人が株式会社ＧのＫ支店に入社し、勤務していたことがうか

がえる。 

しかしながら、当時の事業主関係者は、「Ｃさんは、出入りが激しい

のでＩをあっせんする会を通じて受け入れており、大体１年ぐらいは様

子見という見習いの期間があった。厚生年金保険に入っていないのはそ

ういう期間だったと思う。」と述べているとともに、株式会社Ｇの支店

長の一人は、「当時、株式会社Ｇはいくつか支店があり、Ｉについては

Ｉをあっせんする会がまとめてくれて、それを受け入れていた。６人で

も７人でもそっくり入れ替わる場合もあり、年金に加入させるまでの様

子見の期間がどれぐらいあったのか我々には分からなかった。」と供述

している。 

これに関して、営業担当であった同僚の一人は、申立人について「当

時のＬが申立人を連れて一緒に入社してきた。」と述べているとともに、

申立人自身も、当時、「Ｊ」に加入していたと述べていることから、申

立人が当該ＬとともにＩをあっせんする会を介して、株式会社ＧのＫ支

店に入社し、勤務していたことがうかがえる。 

また、申立人及び複数の同僚の供述により、申立期間②に株式会社Ｇ

のＫ支店のＭで申立人と一緒に勤務していたと認められる４人（申立人

及びＬを含む。）について、厚生年金保険の被保険者記録を確認したと

ころ、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿及びオンライン記

録のいずれにおいても被保険者記録は確認できなかった。 

さらに、申立期間②に係る厚生年金保険料の控除及び納付について、

事業主関係者は、会社は平成 13 年に解散しており、当時の書類も保存

していないため不明としている。 

加えて、申立人が申立期間②において厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料も無い。 



  

 

３ このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

４ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3731 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 49 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 13 年７月１日から同年 11 月１日まで 

申立期間について、株式会社Ａ（現在は、株式会社Ｂ）に在籍し、Ｃ

株式会社Ｄ部に勤務していたが、社会保険事務所（当時）で確認したと

ころ、厚生年金保険被保険者であった期間が空白となっていた。申立期

間について、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、雇用保険の被保険者記録により、申立人が当該期間

において、株式会社Ａに在籍していたことが認められる。 

しかしながら、事業主が提出した資料（健康保険厚生年金保険被保険者

資格取得確認および標準報酬決定通知書）に記載されている平成 13 年７

月１日に厚生年金保険被保険者資格を取得した者は、オンライン記録にお

いて同日に厚生年金保険被保険者資格を取得した者と整理番号及び氏名が

一致しており、当該資料に申立人の氏名の記載は無かった。 

また、同僚一人は「入社後、２か月から３か月経つと厚生年金保険被保

険者資格を取得させる旨の説明が事業主からあった。実際に株式会社Ａに

入社してから、３か月後に厚生年金保険被保険者資格を取得した。」と供

述している。 

さらに、事業主は申立てに係る照会について、当時の資料が無く不明と

回答しており、当時の同僚は申立てに係る照会について、申立人を知らず

不明と回答しているため、申立人の厚生年金保険の加入状況等について確

認することができない。 

加えて、申立期間に係る厚生年金保険料を控除されていたことを確認で

きる給与明細書等の資料も無い。 



  

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。  

 

 



  

埼玉厚生年金 事案 3732 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 33 年８月から 40 年９月 26 日まで 

    Ａ株式会社に昭和 33 年８月から 40 年９月 26 日までＢ担当として勤

務していたが、社会保険庁（当時）の記録によれば、厚生年金保険が

未加入になっている。 

    しかし、結婚時期、母子手帳、仕事内容及びＣ組合から同社の健康保

険委員を委嘱されていたことも併せて考えると、厚生年金保険の記録

が無いことに納得できない。 

    申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   複数の同僚の供述により、申立期間において、申立人がＡ株式会社に勤

務していたことはうかがえる。 

しかしながら、申立人について具体的に供述している複数の同僚は、申

立人の雇用形態は非常勤であり、出退勤時間等の勤務条件は常勤であった

自分たちと違っていたとしている。 

なお、申立期間のうち、昭和 34 年 11 月１日以降の期間については、別

事業所における厚生年金保険被保険者記録が確認できる。 

また、当該事業所が加入していたＣ組合から入手した同事業所の昭和

38 年に書き換えられた事業所別被保険者名簿によれば、申立期間と資格

の取得と喪失がほぼ一致する記録を持つ同僚の周辺に、申立人の記録は見

当たらない。 

   さらに、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、

申立期間に申立人の氏名は無く、整理番号は連番であり欠番は無い。 

加えて、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か



  

ら控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料が無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 


